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はじめに 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律（以下「省エネ法」という。）では、特定事業者、特定連鎖

化事業者、認定管理統括事業者及び管理関係事業者（以下「特定事業者等」という。）に対して自主的

な省エネ取組を促している。約１２,０００の特定事業者等に対して省エネ法に基づく定期報告書及び中

長期計画書（以下「定期報告書等」という。）の報告を毎年求めている。定期報告書は、エネルギーの使

用状況やその合理化の状況、判断基準の遵守状況等を報告し、中長期計画では、判断基準に定められ

た目標に対する計画を策定し報告することになっている。 

本事業では、事業者の省エネ取組の実態や計画を分析し、省エネの進展の程度やその推進や阻害要

因等について、事業者別、業種別、事業規模別等に明らかにするとともに、分析結果について、省エネ政

策立案や見直しの材料することや、その内容を事業者にフィードバックすることを通じて、今後さらに事

業者の自主的な省エネ取組を促すことを目的として実施した。 
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図 1-1 Access におけるクエリ作成例① 

 

 

図 1-2 Access におけるクエリ作成例② 
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図 1-3 Access におけるクエリ作成例③ 

 

なお、データは 7 年度分取り込んでおり、1 事業者のデータが 1 行に並んで表示されるが、提出して

いない年度があった場合には、図 1-4 の赤枠囲みのように空欄となる。 

 

 

図 1-4 データ抽出例 
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2.1.2 中長期計画書の分類 

（1） 「中長期計画作成指針」に基づく計画内容の分類 

2021 年度提出（2020 年度実績）の「計画内容及びエネルギー使用合理化期待効果」について分類

した。分類にあたっては、昨年度同様、中長期計画を的確に作成することに資するものとして公表された

「中長期計画作成指針」の「専ら事務所」、「製造業」、「鉱業、電気供給業、ガス供給業及びネル供給業」、

「上水道業、下水道業及び廃棄物処理業」の 4 種類の業種における「設備・システム・技術名」レベルで

分類することとした。また、「中長期計画作成指針」では運用改善に関する計画は記載されていないため

別途項目を設けた。計画内容の分類例は以下のとおりである。 

 

 

図 2-2 中長期計画の作成指針項目による分類 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）の「中長期計画」に記載された計画内容は、約 3.8 万件である。

過年度は、KH coder1を用いてテキストマイニングを行うため、まずは全計画の中からランダムに一部

のデータを抽出し、1 件ずつ記載内容を確認して中長期計画作成指針の項番を設定した。それらを教師

データとしてすべての計画内容を機械的に分類し\たしたが、中長期計画書の計画内容は記載が数行

に渡るものや、複数の計画（対策）が記載されている場合が多く、分類精度の向上が難しく、キーワード

により分類の修正を行った。今年度は、過年度の教師データ及びキーワード、事業者が中長期計画書に

記載した項番を参考に分類した。 

 
1 テキスト型（文章型）データを統計的に分析するためのフリーソフトウェアであり、科学研究補助金及び立命館大学研究推進プ

ログラムによる助成を受けた研究成果の一部（http://khcoder.net/）。 
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2.2 エネルギーの使用に係る原単位（原単位）の変動要因分析 

原単位は、事業者毎の原単位分母に対するエネルギー使用量を示している。その値の変化は、原単

位分母の数量の変化やそのエネルギー使用量に対する感応度の変化、当該事業者の基礎的なエネル

ギー使用量（原単位分母が 0 となるときのエネルギー使用量）の変化により生じる。ここでは、原単位の

変動要因について定期報告書の記載内容をもとに分析を行った。 

2.2.1 原単位変動要因の把握 

事業所の原単位の変動要因は、原単位分母である密接値の変動である「密接値要因」と気候や製造

品種構成の変化、原料変更、エネルギー使用構造の変化等が影響したことによる「その他要因（外部要

因等）」に分類することができる。 

例えば、ある事業所の 2015～2021 年度提出（2014～2020 年度実績）の 7 年間の原単位分母

（密接値）、エネルギー使用量を下図にプロットしてみる。近似曲線上（水色点線）の黒丸の点は回帰式

から求めた理論上の 2020 年度提出（2019 年度実績）及び 2021 年度提出（2020 年度実績）の原

単位（理論値）であり、切片、傾きをもとに各年度の密接値の実績値を用いてエネルギー使用量の値を

推測し原単位を算出したものである。 

図上の 2021 年度提出（2020 年度実績）の原単位（実績値）（オレンジ色の●）から 2021 年度提出

（2020 年度実績）の原単位（実績値）（赤色の●で示す）の原単位の変動について分解してみると、まず

赤色の矢印部分は、2020 年度提出（2019 年度実績）と 2021 年度提出（2020 年度実績）の理論値

の差であるが、これは密接値の変動を示すものであり「密接値要因」と捉えることができる。 

一方、実績値と理論値の偏差角である黒色矢印（2020 年度提出（2019 年度実績）、2021 年度提

出（2020 年度実績）それぞれの差を算出）は密接値以外の変動を示しており、気候や製造品種構成の

変化、原料変更、エネルギー使用構造の変化等が影響したことによるものである。このため、「その他要

因（外部要因等）」と捉えることができる。 

なお、「密接値要因」と「その他要因（外部要因等）」は、いずれも数値化して把握することが可能であ

る。 
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図 2-7 原単位変動要因分解図（16_化学工業） 

 

2.2.3 原単位悪化原因の把握 

これまではデータを用いて、「密接値要因」と「その他要因（外部要因等）」に分類して変動要因の分析

方法を検討してきた。 

一方で、その他要因については数値だけでは実際にどのような具体の事象が生じて変動したのか、

詳細を把握することは困難である。このため、指定第 7 表に記載されている原単位が改善できなかった

要因に記載されている事項を確認することにより、実際にどのような要因であったかを把握する。 

指定第 7 表の記述内容について、事業者の密接値と原単位悪化要因が一致している場合（例えば、

生産量を密接値としており、悪化要因を生産量の減少としている）は「一致」、一致していない場合は「不

一致」、原単位分母も変動要因の 1 つとして記載しているが、それ以外にも要因がある場合は「複合」と

している。 

第 7 表の「ロ」では対前年度比が改善できなかった場合に記載することとなっており、データを用いて

算出した密接値要因が大きい事業所が用いている密接値と悪化要因が一致していれば、要因分解の

裏付けとなる。また、その他要因についても、どのような事象がその他要因として変化をもたらしたのか

把握することが可能である。 

その他要因については、2020 年度提出（2019 年実績）、2021 年度提出（2020 年実績）でそれぞ

れ算出しているため、当該年度の第 7 表を確認する必要がある。第 7 表には表 2-13 に記載したとお

り、エネルギーの使用に係る原単位が改善できなかった場合の理由が記載されている。 

主に「Q 生産」にあたる原単位分母としては、生産量や生産高、売上量、売上高、製造量等があるが、

これらは「1．製品等に関する要因」のうち「①生産抑制、減産等による稼働率低下」や「②売上（販売額、

出荷額、付加価値生産額等）の減少」として原単位悪化理由に記載される。一方、「K 資本」については

延床面積や敷地面積等があるが、「3．建物の利用状況に関する要因」のうち「③面積、稼働率の変動」

に該当する。「L 労働」は、従業員数であるが、記載事例が少ないため、「9．その他の要因」に該当する。 

例えば、「16_化学工業」の例を用いて変動要因を確認してみる。表 2-13 に示すとおり、その他要因
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年度実績）の原単位は前年度から 4.06%増加し、104.06%となって

いる。 

 その他要因の減少への寄与を密接値要因の増加への寄与が上回った。 

 密接値、その他要因ともに増加、減少に一定程度寄与している。「生産」を密接値とする事業所に

おいては、製品重量の軽量化による生産量総量の減少や市況の低迷による受注減、生産数当た

りのエネルギー使用量が多い生産品目の増加、新型コロナウィルス感染症等の影響で顧客から

の受注停止により生産調整が必要になったことから生産効率が低下したこと等、原単位増へ一

定程度寄与した。その他要因の減少への寄与がこれを下回ったことから、結果として原単位は増

加となった。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 ここ数年で加工難易度が高い製品が増加し、加工工程・加工時間も増加したため、エネル

ギー使用量が増加。 

 小ロット多品種化となったことにより、生産効率が低下。 

 夏場の空調など、生産量に影響しないエネルギー使用量の増加。 

 ボイラー関連のトラブル（バイオマスボイラーの故障による重油ボイラー併用）。 

【減少に寄与】 

 エネルギー効率が悪い設備・機器や不要設備の撤去）。 

 生産性改善（ロス率の低減）を図るため、原材料の品質検討、生産条件等の検討、改善）。 

 稼動率の向上検討（機械停止時間の短縮、休日勤務の削減等）。 

 省エネ巡回点検の実施（生産設備・照明・空調・エアー漏れ等の維持管理状況の確認等）。 

 電力監視モニターを活用した電流値、電圧値、使用電力の管理。 

 熱効率向上の為、熱交換器フィルター及び配管、機器のメンテナンスの実施。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）の原単位は前年度から 1.57%増加し、101.57%となっている。 

 その他要因の減少への寄与を密接値要因の増加への寄与が上回った。 

 密接値、その他要因ともに増加、減少に一定程度寄与している。「生産」を密接値とする事業所に

おいては、用紙の軽量化や発行部数減少、他媒体シフト等による需要減少や多品種小ロット化に

伴う各プロセスの待機時間、運転停止時の使用電力増、品質向上による歩留り・稼働率低下に

よる影響等、原単位増へ一程度寄与し、その他要因の減少への寄与を上回ったことから、結果と

して原単位は増加となった。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 工場の新設・増築に伴う生産空調（クリーンルーム、ボイラー等）の増強・生産品目移転によ

る生産構成の変動・生産抑制、減産対策（生産重量、生産個数等の減少） 

 自家発電から買電に切り替えることによる電力構成の変化。 

 ボイラー等の経年劣化による効率の低下。 

 新製品の開発テストなどを行っていた為。 

 夏期・冬期ともに新型コロナウィルス感染予防対策の為に窓を開けたまま空調機を使用した

ことによるエネルギー消費量の増加。 

 生産数に伴わない付帯設備の導入、低級古紙の使用や機密書類受入の為の設備増強。 

【減少に寄与】 

 工場各所のエアー漏れ箇所について毎月の定期修理にて随時修理を実施。 

 蒸気配管パッキンの仕様変更（シートバッキン⇒ボルテックス）による蒸気漏れリスク低減 

 設備・機器の定期メンテナンスの実施。 

 省エネパトロールの実施。 

 設備別電力監視システムの導入。 

 製品の適正在庫を見直し、抄紙機の稼動日数を調整。 

 設備更新（照明設備のＬＥＤ化、エアコン更新、原動機のインバータ化、高効率ボイラーへの

更新、モーター駆動ベルトの仕様変更、等）。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）の原単位は前年度から 2.55%増加し、102.55%となってい

る。 

 その他要因の減少への寄与を密接値要因の増加への寄与が上回った。 

 「生産」を密接値とする事業所においては、製品の緊急増産の終了と海外工場への生産ライン移

管に伴う生産量の大幅な減少や工場内会社分割による生産減少、半導体関連の需要落ち込み

による生産額の減少、生産効率の良い無機化成銘柄の多くを他生産拠点に移管した為、相対的

に生産効率が落ちたこと等、原単位増へ一程度寄与し、その他要因の減少への寄与を上回った

ことから、結果として原単位は増加となった。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 市場ニーズ対応（小ロット多品種による切り替えロスの増加、高機能高付加価値化による投

入エネルギーの増加）によるエネルギー効率が低下。 

 コロナ禍での主力銘柄の減産に伴い、生産設備の低負荷運転により、効率が低下。 

 途中停止を入れる操業形態に切り替えたことにより、設備・機器の立ち上げ時、立ち下げ時

に余分なエネルギー消費が発生。 

 夏場の気候異変（猛暑）により、冷却水設備能力を超えた状態が続き、空気圧縮機の冷却

水温度が下げられず、処理量を減量した運転が続き、生産効率が悪化。 

【減少に寄与】 

 省エネ・CO2 削減プロジェクトの実施（夜間の効率化、冬季の節電等）。 

 省エネパトロールの実施。 

 運用改善（圧縮機、冷却塔の清掃によるクーラー効率改善、定期点検の実施（スチームト

ラップ点検、エア漏れ点検））。 

 設備更新（モーターの高効率化、照明設備のLED化、高効率空調設備の導入、ドレン水（温

水）の回収・再利用配管の設置、保温保冷工事の実施等）。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）の原単位は前年度から 2.77%増加し、102.77%となってい

る。 

 その他要因の減少への寄与を密接値要因の増加への寄与が上回った。 

 在庫調整による大幅な減産や生産量の低下により年間を通して、ロータリーキルンの火入れ、火

止めの回数が増加し、都度炉内の温度を上げるため燃料を多く消費したこと、同一電気炉でまと

めて処理できる製品群が少なかったこと等、「生産」を密接値とする事業所における原単位増へ

の寄与が大きかったことがわかる。 

 また新型コロナウィルス感染症等の影響もあり、生産以外の固定電力が下がらず、原単位の悪

化につながった例もあった。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 生産調整による生産数量の減少のため、製品乾燥炉の熱源となる石炭ボイラーの立ち上げ

と、立ち下げ時間比率が増えたため。 

 溶解炉の廃炉に伴う減産のため。 

 炉のメンテナンスにより炉の起動回数が例年より多くなり、エネルギー使用量が増加。 

 使用燃料構成比の変化。 

【減少に寄与】 

 省エネパトロールの実施（工場エアー漏れ箇所の発見と修理等）。 

 運用改善（ガラス溶解炉の修理及び燃焼効率の改善、焼成炉の生産状況に合わせた運転

効率化、コンプレッサーの稼働効率化、設備稼働の平準化、空調用フィルターの清掃による

効率改善、休憩時間帯の消灯、リサイクル資源を有効活用等）。 

 設備更新（照明設備のＬＥＤ化、高効率モーターへの更新、可変速ファンのインバータ化、老

朽設備の更新等）。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）の原単位は前年度から 3.66%増加し、103.66%となってい

る。 

 その他要因の減少への寄与を密接値要因の増加への寄与が上回った。 

 生産重量減少により設備の断続運転が増加したことによるエネルギー効率の悪化や生産重量減

少による電気炉の効率低下、コンプレッサー、集塵機等の出力余剰によるエネルギー効率の低下、

製品種構成の変化によるエネルギー使用量の多い製品へのシフト、等、「生産」を密接値とする

事業所における原単位増への寄与が大きかったことがわかる。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 2020年度は新型コロナウィルス感染症拡大防止対策の為、事務所・厚生棟等、換気をしな

がら空調管理を実施した事もあり、原単位が大きく悪化。 

 付加価値の高い大型製品の受注割合が増加し、エネルギー効率の悪い重油炉の稼働が増

加し、原単位が増加。 

 原単位が比較的良い製造品を別地の新工場に移設したことによる原単位の悪化。 

 作業環境改善や衛生対策等、生産に寄与しない設備の導入。 

 資源リサイクル活用による還元エネルギーの増加。 

【減少に寄与】 

 溶解炉の燃焼状態を確認出来るようデータを一元化、解析。 

 電力モニタリングシステムのデータ収集範囲拡大。 

 省エネパトロールの毎日実施。 

 不良品発生頻度の低下。 

 運用改善（エアコン設定の固定強化、長期休暇時の設備・機器停止、コンプレッサーの効率

使用、鍛造炉・熱処理炉の効率使用）。 

 設備更新（照明設備のＬＥＤ化、集塵機・ポンプ等のモータインバータ化、エアー圧縮機の更

新、炉の更新等）。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）の原単位は前年度から 2.04%増加し、102.04%となってい

る。 

 密接値要因の減少への寄与をその他要因の増加への寄与が上回った。 

 密接値、その他要因ともに増加、減少に一定程度寄与している。「生産」を密接値とする事業所に

おいては、急激な景気後退による生産量の大幅減少や電力使用量の大きい溶解鋳造設備の稼

働増、製品単重の重い製品の減産、軽い製品の増産による原単位の悪化、諸外国の輸出関係に

纏わる影響や新型コロナウィルス感染症等の影響による急激な生産減等、原単位増へ一程度寄

与した。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 主要製品の処理工程におけるトラブル発生による燃料・電気使用量の増加。 

 設備・機器トラブルにより停止・起動（予熱）用のため燃料・電気使用量が増加。 

 操業体制変更（一時的な人員の配置転換）により、溶解炉内での溶湯保持時間が増加 

 1 年を通じ繁閑の差が大きくエネルギー効率が悪化。 

 溶解に電力を多く使用する無酸素銅の需要が高まったことによるエネルギー使用量の増加。 

 販売品目の軽薄化を主な要因として、生産重量が減少しても工場の稼働率は上昇するため 

 開発、ライン立上、線種変更等に伴う生産に寄与しない試作の増加。 

【減少に寄与】 

 太陽光発電による省エネ実施。 

 生産ロス対策の徹底（工程内異常対策、事故対策（設備予防保全）、品質不良・歩留りの削

減、設備故障の防止活動の継続、製造炉の断熱化）。 

 定期的なエアー漏れ調査の実施。 

 電力モニターを用いて工場内電力を詳細にモニタリングし、情報を発信する事で使用電力

の見える化を促進。 

 運用改善（生産工程における無駄なエネルギーの排除、余剰ポンプの停止、予熱時間の最

適化、水漏れ削減による地下水汲み上げ量削減）。 

 設備更新（照明設備のＬＥＤ化、受配電用変圧器のトップランナー方式への更新、高効率空

調機器の導入、熱交換設備更新、モーター冷却ファン INV 化等）。 

 ガスエンジン発電と排熱回収式冷温水装置によるコージェネレーションの運用を開始。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）は前年度から 1.79%増加し、101.79%となっている。 

 その他要因の減少への寄与を密接値要因の増加への寄与が上回った。 

 密接値、その他要因ともに増加、減少に一定程度寄与しているが、新型コロナウィルス感染症等

の影響による大幅な受注減や生産減による設備・機器の効率悪化、小ロット小数の製品増加、生

産減少に対して半導体製造に関わるクリーンルーム空調や純水製造装置等の品質維持に必要

な固定電力消費が下がらないこと等、「生産」を密接値とする事業所における原単位増への寄与

が大きかったことがわかる。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 工場内の作業環境改善のための空調設備（集塵機、軸流ファン）の新設・増設。 

 一部製品の生産移管にともう新規製品製造の立ち上げ時期が遅れ、機械稼働率の低下。 

 めっき業という特異な製造業上、少ないロットでも処理槽を加温する必要性がある為、受注

が少ない場合でもエネルギーはロットの大小に関係なく使用するため原単位が悪化。 

 新工場が竣工し運転しているが本格稼働・生産に至っておらず、原単位分母の変動に関わ

らない部分でのエネルギー使用量の増加。 

 受注減に伴う生産量の低下および多品種軽量製品が増えたため間欠操業となり操業効率

が低下。 

【減少に寄与】 

 品質向上による不良品削減。 

 省エネパトロールの実施。 

 工場内の電力監視計の増設による電力使用量把握範囲の拡大。 

 生産設備のエアー漏れ対策（点検頻度の向上、適時修理の実施）。 

 運用改善（空調設定温度の見直し、生産ライン移管による不要設備の撤去）。 

 設備更新（照明設備のLED化、照明設備の人感センサー化、一部設備の自動停止タイマー

追加、高圧変圧器の更新、高効率エアーコンプレッサーへの更新、燃焼室の断熱修理、等）。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）の原単位は前年度から 7.59%増加し、107.59%となってい

る。 

 その他要因の減少への寄与を密接値要因の増加への寄与が上回った。 

 新型コロナウィルス感染症等の影響や顧客の要望による生産量・生産金額・付加価値生産額の

減少、生産減によるエネルギー効率悪化、他工場への製品移管による生産量減少、生産効率悪

化、他工場の生産応援による廃炉の予定遅れで生産効率が悪い状態での稼働が続いているこ

と等、「生産」を密接値とする事業所における原単位増への寄与が大きかったことがわかる。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 新型コロナウィルス感染予防対策で行う換気と並行して空調機器を使用したことによるエネ

ルギー使用量の増加。 

 新設電気炉の試運転で、対象ワークの品質確認および既設炉と新設炉の二重操炉による

原単位分母の変動に関わらない部分でのエネルギー使用量の増加。 

 生産設備の効率の低下（近年、特殊熱処理品の長時間加熱が必要な生産が多く、処理重量

の減少）。 

 金曜日の休業実施など変則的な稼働体制等のため、生産効率が悪化することによる原単位

の悪化。 

【減少に寄与】 

 省エネパトロールの実施。 

 運用改善（エアコン設定温度の適正化・消し忘れ防止タイマーの活用、研磨工程内の環境

改善（ミスト削減）や定期的な保守･点検･フィルター等の清掃による空調設備の効率向上、

圧縮空気の流量向上及び圧力損失（エアー漏れ等）の削減、休日の生産設備電源 OFF に

よる電力削減、コージェネ稼働停止期間見直しによるエネルギー使用量削減）。 

 設備更新（照明設備の LED 化、高効率変圧器の導入、インバータ式コンプレッサーへの更

新、エアコンの更新、生産用設備モーター（高効率）の更新）。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）の原単位は前年度から 5.61%増加し、105.61%となっている。 

 その他要因の減少への寄与を密接値要因の増加への寄与が上回った。 

 密接値、その他要因ともに増加、減少に一定程度寄与しているが、景気悪化や他工場への一部

生産移管による生産減、新型コロナウィルス感染症等の影響による製品の生産減、設備稼働率

の低下、新製品生産工程における電力量増加、半導体や樹脂関係の供給不足による減産調整

等、「生産」を密接値とする事業所における原単位増への寄与が大きかったことがわかる。 

 また、新型コロナウィルス感染症等の影響もあり、生産以外の固定電力が下がらず、原単位の悪

化につながった例もあった。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 鋳鉄ピストンの小型化による溶解量の減少。 

 生産と密接な関係のない開発部門が生産準備に入ったことや、事業体が変更されたことに

よるエネルギー使用量の増加。 

 段取りロス、断片稼働による生産ロス、局所連続稼働工程への 24 時間エアー供給などに

よるエネルギー使用量の増加。 

 機械加工以外に金型鋳造を行う設備を導入・運用したことによるエネルギー使用量の増加。 

 感染症予防対策として、ほとんど使用しなかった部屋の空調機の稼働や常時換気による空

調負荷の増加によるエネルギー使用量の増加。 

【減少に寄与】 

 省エネパトロールの実施(圧縮空気配管・機器の漏れ及びガス配管漏れ点検・改修)。 

 品質不良低減による、エネルギーの使用ロスの低減。 

 設備更新（照明設備のＬＥＤ化、エアー漏れ箇所の回収、屋根の遮熱塗装、エアーホース長

削減、コンプレッサー廃熱利用、モーターの高効率化）。 

 運用改善（エアコン設定温度の適正化、休業時の照明、空調設備の電源オフ、生産工程に

於ける待機電力削減、吸気ファン・排気ファン過剰運転削減）。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021年度提出（2020年実績）の原単位は前年度から2.35%減少し、97.65%となっている。 

 密接値要因の増加への寄与をその他要因の減少への寄与が上回った。 

 「資本」（延床面積）を密接値とする事業所がほとんどであるが、外気温度の影響を大きく受け、

空調・熱源設備において省エネ効果を上回るエネルギー使用量の増加があったこと、設備機器

の経年劣化によるエネルギー効率の悪化、猛暑の影響による夏季電力使用量の増加等、原単位

増へ一程度寄与したものの、その他要因の減少への寄与がこれを上回ったことから、結果として

原単位は減少となった。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 新型コロナウィルス感染予防対策、熱中症対策による空調負荷の増大。 

 テナントの節電対策（空調運転時間短縮、照明の管球間引き等）の緩和による影響。 

 （テナント要望により）夏季より外気取入れ量を最大としたため。 

 24 時間 365 日営業のテナントが増加したため。 

【減少に寄与】 

 運用改善（パソコンディスプレイのスリープ状態実施、必要のない照明 OFF の徹底、階段使

用の励行、共用部の空調設定温度の緩和、照明・管球の間引き、照度引下げ、照明不要部

分での消灯・点灯時間の短縮、不使用時の各 OA 機器等の電源停止・待機電力の削減、夏

期暖房便座、電気温水器の使用停止、給排気ファンの運用見直し等）。 

 設備更新（照明設備の LED 化、省エネ型熱源設備への更新等）。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）の原単位は前年度から 1.14%増加し、101.14%となっている。 

 その他要因の減少への寄与を密接値要因の増加への寄与が上回った。 

 「生産」を密接値とする事業所においては、エネルギー消費量が多い製品の生産増や需要が製

造プラント群の製造能力と大幅乖離し生産効率が低下したこと、非効率な運転が必要な製品の

需要増、装置トラブルによる生産量の減少、新型コロナウィルス感染症等の影響による需要減・

生産調整等、原単位増へ一定程度寄与したため、結果として原単位は増加となった。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 小型寒冷である空気膨張タービンの故障により、大型寒冷であるリサイクル窒素圧縮機の

運転が約 8 ヶ月間継続したことによる、エネルギー使用量の増加。 

 需要低迷と修理による製造機械の損失による原単位の悪化。 

 需要増加を見込みプラントの稼働台数を増加したものの、当初の予定より需要が伸び悩ん

だことによる原単位の悪化。 

 製造設備の経年劣化によるエネルギー効率の低下。 

 液化水素設備の計画外停止回数が多くなったことによる、生産量に関係ないエネルギー使

用量の増加。 

【減少に寄与】 

 夜間の効率化運転の取り組み。 

 省エネパトロールの実施。 

 製品ロスの削減。 

 運用改善（多変数予測制御の導入、設備・機器の定期点検の実施、清掃による効率改善、

需要に合わせた設備の停止や製造量の調整、空調設定温度・照明消灯の徹底）。 

 設備更新（照明設備の LED 化、高効率機器（液化窒素チャージポンプ用電動機・井戸ポン

プ）の導入等）。 

  





 

50 

2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）の原単位は前年度から 1.91%増加し、101.91%となっている。 

 その他要因の減少への寄与を密接値要因の増加への寄与が上回った。 

 新型コロナウィルス感染症等の影響における市場環境悪化による需要減や生産量の減少による

運転効率の悪化、少量多品種化による生産設備の非効率化、装置トラブルによる生産量の減少、

等、「生産」を密接値とする事業所における原単位増への寄与が大きかったことがわかる。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 連続操業から途中停止を入れる操業形態に切り替えたことにより、設備・機器の立ち上げ時、

立ち下げ時に余分なエネルギー消費が発生。 

 生産設備が稼働していない期間も最低限の固定エネルギーを消費することによる原単位の

悪化。 

 自然災害による生産量減とエネルギー消費による原単位の悪化。 

 積雪量の増加に伴う、除雪に使用するエネルギー使用量の増加。 

 生産を伴わない試運転や、新製品の製造試作等によるエネルギー消費量の増加。 

 渇水等による自家用水力発電の減少によるエネルギー使用量の増加。 

【減少に寄与】 

 開発部門の閉鎖による関連設備の停止。 

 省エネパトロールの実施。 

 運用改善（濃縮工程の改善による蒸気使用量の削減、余剰温水利用による蒸気使用量の

削減、冷却水フロー見直しによるロス削減、焼成品の生産ロット拡大による切り替え時のロ

ス削減、焼成炉での排ガス削減による電気集塵機の廃止）。 

 設備更新（保温工事の実施、照明設備の LED 化、高効率空調設備の導入、ボイラーの更

新）。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）の原単位は前年度から 3.18%増加し、103.18%となっている。 

 その他要因の減少への寄与を密接値要因の増加への寄与が上回った。 

 密接値、その他要因ともに増加、減少に一定程度寄与しているが、生産量減少や生産構成変化

による影響、市況により粗鋼生産比率の増加、操業トラブルによる稼働率の低下、換算粗鋼生産

量の低下により常時使用電力及び稼動立上げ時のエネルギー負荷増等、「生産」や「その他」を

密接値とする事業所における原単位増への寄与が大きかったことがわかる。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 スクラップ事情の変化や新製品開発によるテスト圧延の増加による原単位の悪化。 

 電力会社からの提案及び将来的な電力料金の上昇を考慮し、5 日間稼働、2 日間停止の電

力契約に変更したことによるエネルギー使用量の増加。 

 製鋼電気炉用変圧器・電源老朽更新工事を行った事から、延べ 45 日間製鋼生産休止を実

施したことによる原単位の悪化。 

【減少に寄与】 

 電気炉操業と投入エネルギーの分析・改善。 

 省エネパトロールの実施。 

 運用改善（蒸気のロス削減、漏れ部の摘出・修理、工場停止日の設備停止等、冷水ポンプ削

減）。 

 設備更新（照明設備のＬＥＤ化、電気炉・多機能性バーナー、取鍋予熱・高機能酸素バー

ナーの導入、次世代環境対応型高効率アーク炉の導入等、揚水ポンプ効率化）。 
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は密接値に設定されていなかった。 

2） 原単位の主な変動要因 

 2021年度提出（2020年実績）の原単位は前年度から0.94%減少し、99.06%となっている。 

 その他要因の減少への寄与が密接値要因の増加への寄与を上回った。 

 密接値、その他要因ともに増加・減少に一定程度寄与しているが、新型コロナウィルス感染症等

や自然災害の影響による生産量・生産額の減少、受注減に伴う生産量調整、生産量の増減に関

わらないクリーンルームにおけるベースのエネルギー使用量の影響、受注回復に向けた新規商

材用生産設備の増強を踏まえた設備コンディション維持のため固定設備の電力消費が増加、少

量多品種製品の占める割合が大きくなることによる生産設備のエネルギー効率低下の影響等、

「生産」を密接値とする事業所における原単位増への寄与が大きかったことがわかる。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 省エネ対策がソフト面のみになっており、ハード面での対応ができていないことによるエネ

ルギー使用量の未改善。 

 生産設備は需要の増減に合わせて稼働調整可能であるが、附帯設備は需要の増減に合わ

せて稼働を調整できないため、需要が減少した場合でもエネルギー使用量を削減できない

ことによる原単位の悪化。 

 拠点再編による人員、及び設備の増加のためのエネルギー使用量の増加。 

 外気温の猛暑及び厳冬に伴う空調負荷の増加。また、換気のため冷暖房効率の悪化。 

【減少に寄与】 

 省エネパトロールの実施。 

 運用改善（不要なボイラー、空調機等の休止による待機電力のカット、主管の蒸気バルブ閉

止による放熱ロスカット、ボイラーの夏季稼働抑制、空調機フィルターの定期清掃、蒸気や

エアー漏れの点検・改善・修繕）。 

 設備更新（照明設備の LED 化、高効率ポンプ、モーターへの更新、高効率エアコンの導入、

人感センサーの導入、空気調和器のファンモータインバータ化、エアコン室外機の洗浄及び

遮光ネットの設置等）。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）の原単位は前年度から 5.88%増加し、105.88%となってい

る。 

 その他要因の減少への寄与を密接値要因の増加への寄与が上回った。 

 密接値、その他要因ともに増加、減少に一定程度寄与しているが、景気悪化や新型コロナウィル

ス感染症等の影響による生産量の減少や売上減少、生産効率の悪化、減産による照明、空調等

の固定比率の増加、製品構成の変化（単価の低い製品割合の増加）、機器トラブルのためエネル

ギー効率の悪い大型機で代用したこと等、「生産」を密接値とする事業所における原単位増への

寄与が大きかったことがわかる。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 生産と密接な関係のない開発部門が生産準備に入ったことによるエネルギー使用量の増加。 

 実施を予定していた合理化に関する案件への投資が見送られたことによるエネルギー使用

量の未改善。 

 人員構成再編により、製品不良率が悪化し手直しが必要となったため、生産重量に寄与し

ない設備の稼働によるエネルギー使用量の増加。 

 冬に気温の低い日が多かったことによる暖房のエネルギー使用量の増加。 

 新型コロナウィルス感染症等の影響における作業環境対策によるエネルギー使用量の増加。 

【減少に寄与】 

 省エネパトロールの実施。 

 FEMS の導入。 

 運用改善（コンプレッサー冷却水ポンプの運転適正化、エアー漏れ対策、待機電力低減対

策、夜間の空調停止・照明消灯の徹底）。 

 設備更新（照明設備のＬＥＤ化・センサー化、高効率変圧器の導入、ヒートポンプ装置の導入、

空調の高効率化、送水ポンプの小型化・インバータ化等）。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）の原単位は前年度から 2.41%減少し、97.59%となっている。 

 その他要因、密接値要因は双方とも減少へ寄与した。 

 「その他」（延床面積×営業日数、営業時間等）を密接値とする事業所においては、夏季における

空調運転時間の増大や売場照明の調光率の変更に伴うエネルギー使用量の増加、来店客数増

加による空調使用量の増加等により、原単位増へ寄与した例があったものの、その他要因の減

少への寄与が非常に大きかったことから、結果として原単位は減少となった。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 売場改装に伴う夜間の電力・ガスのエネルギー量の増加。 

 新型コロナウィルス感染予防対策として換気強化の為、外調機のフル稼働運転の実施や各

出入口扉の開放による空調負荷の増大によるエネルギー使用量の増加。 

 改装に伴うテナントの入れ替えのためのエネルギー使用量の増加。 

 猛暑によるエネルギー使用量の増加。 

 食品売場の改装により冷ケースの容量の増加に伴うエネルギー使用量の増加。 

【減少に寄与】 

 電力使用量の監視。 

 省エネチェックリストの実行。 

 運用改善（気温変化による GHP、空調機の台数制御、営業終了後すみやかに不使用箇所

の空調・照明を消灯、季節に応じて日没後の外灯タイマーの時間を随時変更、空調フィル

ターの定期清掃、空調設定温度管理、店内の売場照明間引き、昇降機の台数制御、空調設

備（AHU・OHU・FCU）の間欠運転の実施、ジェネリンク設備による自家発電設備廃熱の

有効利用、水冷ＰＡＣ・モジュールチラーの冷水設定の見直し）。 

 設備更新（空調設備の LED 化、人感センサーの導入、空調、照明、昇降機等の更新（トップ

ランナー方式）等）。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）の原単位は前年度から 1.97%減少し、98.03%となっている。 

 その他要因、密接値要因は双方とも減少へ寄与した。 

 猛暑の影響による夏季使用電力量の増加や設備機器の経年劣化によるエネルギー効率の悪化、

外気温殿影響を大きく受ける空調・熱源設備におけるエネルギー、使用量の増加、増床活性化に

より設備や使用機器などが増加等、テナントの要望に伴う、空調機器の温度変更および空調機

器の運転時間延長等、原単位増へ寄与した例があったものの、その他要因の減少への寄与が非

常に大きかったことから、結果として原単位は減少となった。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 新型コロナウィルス感染予防対策、熱中症対策による空調負荷の増大によるエネルギー使

用量の増加。 

 テナントの節電対策（空調運転時間短縮、照明の管球間引き等）の緩和によるエネルギー使

用量の増加。 

 故障していた冷温水発生器の更新によるエネルギー使用量の増加。 

 屋外の一部敷地を屋内化したことによる空調のエネルギー使用量の増加。 

【減少に寄与】 

 テナントに対する節電への協力要請。 

 運用改善（パソコンディスプレイのスリープ状態実施、必要のない照明 OFF の徹底、階段使

用の励行、照明・管球の間引き、照度引下げ、照明不要部分での消灯・点灯時間の短縮、不

使用時の各 OA 機器等の電源停止・待機電力の削減、夏期暖房便座、電気温水器の使用

停止等）。 

 設備更新（照明設備の LED 化、省エネ型熱源設備への更新等）。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）の原単位は前年度から 13.33%減少し、86.67%となってい

る。 

 その他要因の減少への寄与が密接値要因の増加への寄与を上回った。 

 「生産」を密接値とする事業所においては、大規模修繕や耐震工事の実施による客室、宴会場の

一部使用制限により客数減少、新型コロナウィルス感染症等の影響による大幅な客数減少、気

温の上昇に伴う電気使用量の増加等、原単位増へ寄与した例があったものの、その他要因の減

少への寄与が非常に大きかったことから、結果として原単位は減少となった。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 客数の増減に比例しない館内空調、照明、冷凍冷蔵庫、換気装置等の一定程度の稼働に伴

う原単位の悪化。 

【減少に寄与】 

 中央監視装置・デマンド管理サービスを利用してデマンドの推移を適時に監視・管理。 

 運用改善（ボイラーの台数制御、使用していない設備・機器の停止、空調の温度・運転管理

の徹底、巡回時における省エネパトロールの強化、エアコンの運転時間縮小、昇降機の運転

台数・運転時間の縮小、コージェネ施設の熱利用・熱融通の見直し、照明や空調の適時点

灯・適時運転、蒸気配管の保温強化）。 

 設備更新（照明設備の LED 化、高効率空調機の導入、ポンプの高効率化等）。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021年度提出（2020年実績）の原単位は前年度から9.23%減少し、90.77%となっている。 

 その他要因、密接値要因は双方とも減少へ寄与した。 

 「資本要素」（延床面積）を密接値とする事業所においては、床面積の減少や、既存建物の解体に

より、エネルギー使用量の少ない施設の延べ床面積の大幅な減少、新規空調設備の導入や建物

の休日解放による空調稼働時間の増加、連続実験等に伴うエネルギー使用量の増加等、原単位

増へ寄与した例があったものの、その他要因の減少への寄与が非常に大きかったことから、結果

として原単位は減少となった。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 新型コロナウィルス感染防止対策に伴い、換気を行いながらの空調稼働によるエネルギー

使用量の増加。 

 重粒子線治療装置の調整や各種試験に伴うエネルギー使用量の増加。 

 省エネ機器の故障が発生したことによるエネルギー効率の悪化。 

【減少に寄与】 

 省エネルギーパトロールの実施。 

 ESCO 事業の実施。 

 電力使用状況の見える化。 

 運用改善（休日・夜間におけるエレベーターの部分停止・網戸増設による自然換気の促進、

軽装の励行、冷房温度の適正化、窓ガラスへの断熱フィルムの貼り付け、照明器具の間引

き点灯・昼休み時間の消灯、エレベーターの使用制限、建物毎にエネルギーモニターの設置

及び増設、不使用部屋や共用部分の空調の停止、夏季の給湯・温水便座停止）。 

 設備更新（照明設備の LED 化、高効率空調機の導入等）。 
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2） 原単位の主な変動要因 

 2021 年度提出（2020 年実績）の原単位は前年度から 0.53%増加し、100.53%となってい

る。 

 その他要因の増加への寄与が密接値要因の減少への寄与を上回った。 

 「資本」（延床面積）や「生産」を密接値とする事業所においては、増築改修工事による延床面積、

収容人数の増加、新型コロナウィルス感染症等の影響により入場制限を行ったことによる利用者

数減少やエネルギー使用量が多い大型医療機器の導入、病室稼働率の低下、猛暑による空調

設備の稼働増、医療機器の更新整備による電気使用量の増加等、原単位増へ寄与した例があっ

たものの、その他要因の減少への寄与が非常に大きかったことから、結果として原単位は減少と

なった。 

 その他要因の増減要因としては、主に以下が挙げられる。 

【増加に寄与】 

 新型コロナウィルス感染症に対応するため、発熱外来の整備や使用していない病床を活用

したことによるエネルギー使用量の増加。 

 猛暑・厳寒・渇水によるエネルギー使用量の増加。 

 発電機清掃による重油の使用量の増加。 

 初期臨床研修医採用数が大幅に増え、研修室演習室等の使用頻度、使用時間の増加に伴

うエネルギー使用量の増加。 

 新型コロナウィルス感染症に対応するため、全館 24 時間換気を実施（従来は病棟のみ 24

時間換気実施）したため温度管理用の高温水使用量増加に伴うエネルギー使用量の増加。 

【減少に寄与】 

 省エネパトロールの実施。 

 ESCO 事業の実施。 

 BAS（中央監視・自動制御システム）によるデマンド監視実施による空調設備の運転調整。 

 運用改善（照明の不要時消灯徹底・照明間引き、空調温度管理・不要時停止の徹底、温水

洗浄便座の暖め・温水機能の停止、ボイラーの運転台数制御、空調機、ファンコイルユニット

の定期的なフィルター清掃、ボイラー・冷凍機の運転の効率化、コージェネレーション設備の

排熱利用）。 

 設備更新（照明設備の LED 化、ポンプ・高効率モーターの更新、高効率空調機の導入、高

効率電動機の採用等）。 
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3. 他の統計等を活用した分析 

ここ数年の新型コロナウィルス感染症等の影響による社会変化によりエネルギー消費は大きく変動し

ていると考えられる。そこで本章第 1 節ではエネルギー消費動向やエネルギー消費に影響を与える要因

についてマクロ的に確認する。第 2 節では昨年度の「令和 3 年度エネルギー需給構造高度化対策に関

する調査等事業」の中で、工業統計の「3113 自動車部品・附属品製造業」の複合エネルギー効率を検

討したときの結果を用いて、個別企業のエネルギー使用量や原単位に与える要因について評価した。そ

して今後の検討につなげるため技術進捗率等の影響を評価する方法について考察した。 

3.1 エネルギー消費動向及びエネルギー消費に影響を与える変動要因の分析 

第 1 節では先ずエネルギー消費部門毎のエネルギー消費やエネルギー消費に影響を与える鉱工業

指数や第 3 次産業活動指数といった活動指標を用いて部門毎の事業活動の動向を把握する。次に公

開データを用いてエネルギー価格や鉱工業指数や第 3 次産業活動指数の変動に伴うエネルギー使用

量の変動について定量的な評価を行う。このとき価格が 1％上昇したときに何％エネルギー使用量が抑

制されるのかを表した価格弾力性、及び事業活動指数が 1％変動したときのエネルギー使用量の変動

を表す弾力性も評価する。 

3.1.1 社会変化とエネルギー消費量の関係 

本節ではエネルギー消費部門毎のエネルギー消費やエネルギー消費に影響を与える活動指数につ

いてその動向を整理した。整理の方法は令和 2 年度資源エネルギー庁委託業務報告書「令和 2 年度 

エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（アフターコロナ・ウィズコロナにおける社会構造

変化を踏まえたエネルギー需要構造等に関する調査」（2021 年 3 月 （株）三菱総合研究所）を参考に

した。 

（1） 産業部門 

1） 鉱工業指数とエネルギー消費量 

経済産業省の鉱工業指数（IIP）と石油等消費動態統計を確認した。図 3-1 から図 3-7 に 2020 年

1 月から 2021 年 12 月までの鉱工業指数と石油等消費動態統計の電力／燃料計の散分布、及び新型

コロナウィルス感染症が日本で社会問題となる前の 2018 年 1 月から 2019 年 12 月までの散分布を

同図の中に示した。各月のデータは 2017 年同月比で示している。 
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3.1.2 その他要因分析 

ここでは公開データを用いてエネルギー価格や事業活動量を示す活動指標の変化がエネルギー使

用量にどの程度影響を与えるのかを評価した。 

（1） 評価方法 

評価手法として「日本の製造業業種別エネルギー需要の価格弾力性の推計－国際比較のための分

析枠組みの検討－」2を参考にする。エネルギー消費に影響を与える指標として製造業の業種別鉱工業

指数及び第 3 次産業活動指数といった公開統計データを利用した。モデル式のパラメータの推定を行

うことで、各指標や価格に対する弾力性を求めることができるかを数業種で試みた。評価モデルは次の

通りである。ここで��はある時間ｔにおけるエネルギー使用量、��は生産、��はエネルギー価格指標、ｔは

技術進歩率である。λ、α、β、γ、δはそれら指標等のパラメータである。 

 

log ��=�+ αlog �� ＋βlog ��+ γlog ����＋	t  ・・・(3-1) 

 

このモデルはエネルギー使用量として次のようなコブ・ダグラス関数を仮定している。 

 

 ・・・(3-2) 

 

さらに（3－2）を変形すると��を密接値とした原単位（��/��）の式に書き換えることができる。 

 

 
・・・(3-3) 

 

これを対数表示すると次のとおりとなる。 

 

log���
��� =� + �� − �� log �� + � log ��+ γlog ���� + 	t  ・・・(3-4) 

 

（3－1）を状態空間時系列モデルとして表示すると（3－5）～（3－9）のとおりとなる。このモデルのパ

ラメータを推定することで弾力性を求める。ここで��は指数弾力性で、��は価格弾力性になる。 

 

観測方程式 

 

log ��=�� + �� log �� + �� log ��+ γlog ���� +  ��   �� = ���, ���� ・・・(3-5) 

 

 
2 星野優子. (2013). 日本の製造業業種別エネルギー需要の価格弾力性の推計-国際比較のための分析枠組みの

検討. エネルギー・資源学会論文誌, 34(1), 15-24 

�� = ����������� ���	�

���� = ������������� ���	�
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状態方程式 

 

��=���� + ��+ ��                       �� = � �, ���! ・・・(3-6) 

��=���� + "�                    "� = � �, �"�! ・・・(3-7) 

 

時変パラメータ 

 

��=���� + #�                   #� = � �, �#�! ・・・(3-8) 

��=���� + $�                $� = ���, �$� � ・・・(3-9) 

 

ここで��、��、"�、 #�、$�は正規分布に従う誤差項である。��は（3-1）のエネルギー使用量トレンドの

水準、��はエネルギー使用量トレンドの傾きに相当する。 

また、Ｎ種類の燃料からエネルギー価格指標を次のように作成する。 

 

�� = % �&�'&�
�

&(�
 ・・・(3-10) 

 

ここで、��は t 時点における燃料価格指標、 �&�はｔ時点における燃料 i の価格、 )&� はｔ時点における

燃料 i の燃料使用量の割合である。よって∑ '&� = �である。対数表示すると次のとおりとなる。 

 

+,-�� = . '&�+,-�&�
�

&(�
 ・・・(3-11) 

 

評価対象業種の代表的な燃料が 5 種類の場合は次のとおりとなる。 

 

�� = % �&�'&�
/

&(�
= ���'�����'���0�'0��1�'1��/�'/� 

 

+,-�� = '��+,-���+ '��+,-���+ '0�+,-�0�+ '1�+,-�1�+ '/�+,-�/� 

 

・・・(3-12) 

 

・・・(3-13) 

 

例えば、全ての燃料価格が2倍になったとすると、価格指標も2倍になり指標として良い性質を持つ。 

 

���� = % �&�'&�
/

&(�
＝������'��������'�����0��'0����1��'1����/��'/�

= ��)���)���)0��)1��)/�� ���'�����'���0�'0��1�'1��/�'/�! = ���� = ��� 
・・・(3-14) 
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（2） 評価データ 

経済産業省の総合エネルギー統計のエネルギー使用量を使用した。事業の活動指標として、製造業

では業種別鉱工業指数を使用した。第 3 次産業では第 3 次産業のサービスを示す第 3 次産業活動指

数を利用した。これらの活動指数は作成に当たり金額データを使用している場合はデフレータにより実

質化されている。 

エネルギー価格は、エネルギー・経済統計要覧3のデータを使用し GDP デフレータで実質化した。 

 

（3） 評価対象業種 

総合エネルギー統計の年度別データは、資源エネルギー庁のウェブページで 1990 年度から入手が

可能であることから、分析は鉱工業指数及び第 3 次産業活動指数の中で 1990 年度からデータのある

業種で行うことにした。価格推定が難しい「製油所ガス」が主要燃料である石油・石炭製品工業につい

ては評価対象業種から除外した。表 3-1 に評価対象業種を示す。 

  

 
3 （一社）日本エネルギー経済研究所計量分析ユニット、「EDMC/エネルギー・経済統計要覧(２０２１年版)」（（一社）省エネル

ギーセンター）、２０２１） 
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プラスチック製品製造業及び非鉄金属製造業を除いた製造業に属する業種は鉱工業指数のパラメー

タが統計的に有意であり、事業活動量がエネルギー使用量と密接に関係していることが示唆された。ま

た、製造業の中には価格のパラメータが統計的に有意である業種とそうでない業種があり、価格とエネ

ルギー使用量が密接に関係している業種とそうでない業種があることが示唆された。 

非製造業では価格のパラメータが統計的に有意である業種とそうでない業種があり、価格がエネル

ギー使用量と密接に関係している業種とそうでない業種があることが示唆された。また、宿泊業以外の

第 3 次産業活動指数のパラメータは統計的に有意になってはおらず、必ずしも事業活動量がエネル

ギー使用量と密接な関係にないことが示唆された。 
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表 3-4 に 2016 年度から 2020 年度の原単位変化率の推計結果を示す。さらに、同表の中に定期

報告書データを基に作成されたファクトシートの業種毎（指定工場等単位）原単位の対前年比から原単

位変化率を計算した結果を示す。 

2019 年度から 2020 年度の原単位変化率において、木材・木製品製造業と化学工業の原単位予測

値が減少した以外は、他の業種の原単位は増加していた。 

今回の評価結果とファクトシートから原単位変化率を計算した結果を比較した。具体的には今回の評

価結果である原単位の 95％予測区間の中（予測上限と予測下限の間）に、定期報告書のデータを基に

計算された原単位変化率の加重平均と算術平均が含まれているのか確認した。その結果、化学工業だ

けが予測区間の中に含まれていなかったが、それ以外の業種は 95％予測区間の中に含まれていた。

よって、原単位変化率が小さい範囲で比較していることや使用しているデータが異なるといった条件の

下であったが、今回の生産：Qt、価格：Pt、前期エネルギー使用量Et-1を使ったモデルから求めた原単位

変化率と定期報告書のデータを基にして計算した原単位変化率の推計結果にはある程度整合性があ

ることが示唆された。よって、今回マクロデータを使った考察は定期報告書の原単位変化要因を考察す

る上で参考にすることができると考える。 
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（5） 評価結果の考察 

 表 3-3 に分類したとおり、価格がエネルギー使用量と密接な関係にある業種とそうではない業

種があることが示唆された。さらに、鉱工業指数または第 3 次産業活動指数とエネルギー使用量

とが密接な関係にある業種とそうではない業種があることが示唆された。 

 そして、エネルギー使用量と事業活動を示す指数とが密接な関係にない可能性が示唆される業

種が一部見受けられた。特に製造業以外の業種では、第 3 次産業活動指数のパラメータの符号

は合理的に考えられるものと合致してはいるが、統計的有意性がないものがあった。 

 図 3-19 において 2020 年度を見ると、価格変動に伴う原単位変化率分は評価対象業種のほ

とんどが悪化していることが示唆された。これは新型コロナウィルス感染症流行の影響によりエ

ネルギー需要が低下したことによる燃料価格の下落がその原因となっている可能性がある。 

 図 3-20 の 2020 年度を見ると鉱工業指数や第 3 次産業活動指数の変動に伴う原単位変化

率分は評価対象業種のほとんどが悪化していることが示唆された。指数弾力性について見ると

図 3-18 に示されたほとんどの業種の値が 1 よりも小さかった。指数弾力性αが 1 よりも小さい

と原単位の対数をとった（3－4）式右辺において指数のパラメータである（α―1）が負値となる

ため事業活動量を示す指数が減少すると原単位が大きくなる。これは事業活動量が減少すると

事業活動量に比例しないエネルギー使用量の固定分の割合が増加するため原単位が増加する

ためであると考えられる。そして、新型コロナウィルス感染症流行の影響により事業活動状況を

表す指数が減少したことが（図 3-17 参照）、2020 年度の原単位変化率が悪化した 1 つの原

因であると考えられる。 

 図 3-8 と図 3-9 よりエネルギー消費の落ち込みが改善され新型コロナウィルス等の影響は緩

和されてきていることが分かる。よって、2021 年度は鉱工業指数のパラメータが統計的に有意

であった製造業業種では、事業活動量が増加することにより原単位は改善する方向にあると考

えられる。 

 価格のパラメータが統計的に有意であった製造業業種は、ロシアによるウクライナ侵略により景

気が低迷しエネルギー需要が落ち込まなければ、2022 年度のエネルギー価格高騰の影響を受

けて原単位は分析モデルの仮説が正しければ改善するものと予想できる。また、製造業以外で

事業活動を示す指標の影響を大きく受けないと考えられる業種では、エネルギー価格高騰の影

響はエネルギー使用が抑制され原単位は分析モデルの仮説が正しければ改善するものと予想で

きる。 

3.2 事業者横断的平均原単位算出方法の検討 

昨年度の「令和 3 年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業」において、複合エネル

ギー効率を検討した。本節では先ず昨年度に実施した工業統計「3113 自動車部品・附属品製造業」の

評価結果を使用して、エネルギー使用量や原単位に与える要因の大きさについて評価した。さらに、今

後の検討につなげるため技術進歩率他の影響を評価する方法について考察した。 
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3.2.2 技術進歩率他の影響評価方法の今後の検討方向性について 

（3－13）式及びパラメータ推定結果を記載した表 3-7 で各変数のパラメータが統計的に有意であ

ることからも分かるとおり、仮にエネルギー効率が変わらなくても生産額、従業者数、土地、土地以外の

変数が変動すればエネルギー原単位は変動する。また、3.2.1 において、エネルギー使用量や原単位の

変化に対する技術進歩等の影響は、生産額、従業者数、土地、土地以外と比べても小さくはないことが

示唆された。原単位変化から生産額、従業者数、土地、土地以外といった変動要因を除外することがで

きれば、企業のエネルギー効率の改善状況を測ることができる。 

そこで次のような回帰分析を行うモデルを考案した。(3-15)式では昨年度までの評価モデルにトレン

ド項	�を追加することで、評価対象業種のエネルギー効率の改善トレンドを把握することができる可能

性がある。つまり 1 年毎にエネルギー使用量がどの程度の割合で減少していくのかパラメータ	を推計

することで分かる可能性がある。さらに、（3－16）式に	&�K& × ��の項を追加することで、企業毎のエネ

ルギー効率の改善トレンドを把握することができる可能性がある。つまり 1 年毎にエネルギー使用量が

どの程度の割合で減少していくのかがパラメータ	&を推計することで分かる可能性がある。さらに、

��@=&�を追加することで気象変動による要因をある程度は分離することができる可能性がある。 

 

MN O �&� = ��  + �� MN O �&� + �� MN O :&� + �0 MN O ;&� +  �1 +,- P&�

+ . �/C
�

C(�
>?@₋)C  + 	�＋Q��@=&� + �&� 

・・・(3-15) 

 

MN O �&� = �� K& + �� MN O �&� + �� MN O :&� + �0 MN O ;&�

+  �1 +,- P&�  . �/C>?@₋)C
�

C(�
 + 	& >?@₋)& × �!＋Q��@=&� + �&� 

・・・(3-16) 

  

 

�&�：時刻 t における i 事業所のエネルギー需要 

�&�：時刻ｔにおける i 事業所の生産 

:&�：時刻ｔにおける i 事業所の資本 

;&�：時刻ｔにおける i 事業所の労働 

P&�：時刻ｔにおける i 事業所の原材料 

>?@₋)&: 時刻ｔにおける i 事業所ダミー 

t :トレンド項 

temp:事業所所在都道府県別月平均温度が夏季 26℃または冬季 17℃からの温度差の合計 

α、β、γ、δ、θ、	& ：各変数のパラメータ 

�&�：誤差項 

Ｎ：事業所数 
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4. 定期報告書等に基づく深掘り分析 

4.1 工場調査において C クラスに位置づけされた事業所の特徴に関する分析 

資源エネルギー庁では、省エネ法に基づき指定を受けた特定事業者、特定連鎖化事業者、認定管理

統括事業者及び管理関係事業者を対象として「工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事

業者の判断基準の遵守状況に関する調査を実施している。調査対象の選定にあたっては、事業者クラ

ス分け評価制度に基づくクラス分け判定後に B クラスとなった事業者の中から一部の事業者を選定し

て工場調査を実施し、調査の結果指導が必要な事業者を C クラス事業者としている。 

B クラスの中から C クラスとなる事業所の特徴を把握することができれば、今後の指導の際に参考と

することができる。このため、エネルギー使用量、原単位前年度比、5 年間平均原単位変化、判断基準

順守状況について、B クラスと C クラスのデータを比較し、平均に差があるか、傾向に違いがあるか等

について確認した。 
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4.2 定期報告書の入力支援 

定期報告書では、原単位変化を事業者の取組の評価指標として用いている。指標の適性を確保する

ためには情報が正確に記載されている必要がある。入力内容の確認は地方局が行っているが、目視検

査に頼っていることもあり、完璧とは言えない状況である。また、確認のための負担も非常に大きいため、

誤った記載はできる限り事業者が入力する段階で是正することが望ましい。 

省エネ法・温対法・フロン法の同時報告、及び、温室効果ガス排出に関する情報の統合管理を可能と

する新システムが開発され、報告手続の合理化等の観点から、令和 4 年度以降の省エネ法・温対法・フ

ロン法に係る報告は、原則として EEGS を利用することとされており、令和 5 年度報告からは EEGS

で報告書の作成が可能となる予定である。今後は、事業者が定期報告書を作成する段階で入力ミスを

防ぐためのアラートを出すことにより、記載ミスをある程度防ぐことが可能と考えられる。 

このため、新型コロナウィルス感染症等の影響を含まない、2019、2020 年度の報告値における激変

値について変動要因の整合性を確認するとともに、激変値であっても適正な値も存在することを踏まえ、

どの入力欄でどの程度の閾値（前年比）でアラートを発するべきか検討した。 
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4.3.3 業種別の要因分析 

（1） 10_飲料・たばこ・飼料製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は、増加から減少傾向に推移している。全事業者の増減は事業者数の変動、

継続事業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大で

も 2%程度である。 

 

図 4-1 エネルギー使用量の推移（全事業者、横

軸は実績年度） 

 

図 4-2 エネルギー使用量の推移（継続事業者、

横軸は実績年度） 

 

2） 原単位前年度比の推移 

2021 年度提出（2020 年度実績）の原単位前年度比は、6 割程度の事業者で悪化している。全体的

に悪化傾向にあり、新型コロナウィルス感染症等の影響が悪化要因の 4 割程度を占めた。主な悪化要

因は、以下のとおりである。 

【外的要因】 

気候の影響による生産重量の減少、新型コロナウィルス感染症等の影響（テレワークの増加、イベン

ト・観光事業の低迷による市場の縮小、生産減・待機時間増による生産・エネルギー使用効率の悪化、

感染対策実施に伴う空調設備の電力使用量の増加 等）  

【内的要因】 

固定費割合の変化、製造ライン新設に伴う試運転やテスト製造におけるエネルギー使用量の増加、単

位重量あたりのエネルギー使用量が多い製品への移行、小ロット生産の増加、生産環境改善のための

冷暖房設備設置の影響 等  

原単位前年比の加重平均が算術平均と大きく異なり特異点となっているのは、業種全体のエネル

ギー使用量の 9 割を占める 1 社の値が、算術平均と比較して差があるためである。 
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図 4-3 原単位前年度比の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

3） 5 年度間平均原単位変化 

5 年度間平均原単位変化は、横ばいから増加傾向で推移している。算術平均は、2020、2021 年度

提出（2019、2020 年度実績）の原単位が悪化したため、5 年度間平均原単位変化は横ばいから増加

に推移している。加重平均は、2017 年度提出（2016 年度実績）の原単位が特異点となっている影響

により、2013～2017 年度提出（2012～2016 年度実績）のみ算術平均と大きく差が生じたが、それ

以外では同様の傾向である。 

 

 

図 4-4 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、7 割の事業者が年 1%削減の目標を達

成できていない。目標を大きく達成している青枠の事業者では、太陽光発電の導入や高効率設備・機器

の導入・更新、省エネ型製造ラインの導入、燃費改善等、省エネ取組に積極的である。一方、赤枠の事

業者では、目標達成できていない理由として生産品目の多様化による生産設備の増加により動力エネ

ルギーが増加したことや新型コロナウィルス感染症等の影響が考えられる。 
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図 4-5 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 

 

（2） 11_繊維工業 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、減少傾向に推移している。ただし、継続事業者のエネルギー使用量は 2021 年

度提出（2020 年度実績）で増加に転じている。全事業者の減少傾向は事業者数の変動、個々の事業

者の使用量増減による影響である。継続事業者の増加傾向は、継続事業者で使用量が増加した事業者

が多数存在した影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも 4%程度である。 

 

 

図 4-6 エネルギー使用量の推移（全事業者、横

軸は実績年度） 

 

図 4-7 エネルギー使用量の推移（継続事業者、

横軸は実績年度） 

 

2） 原単位前年度比の推移 

2021 年度提出（2020 年度実績）の原単位前年度比は、7 割程度の事業者で悪化している。全体的

に悪化傾向にあり、新型コロナウィルス感染症等の影響が悪化要因の 3 分の 2 程度を占めた。主な悪

化要因は、以下のとおりである。 

【外的要因】 

気候の影響に伴う電力使用量の増加、新型コロナウィルス感染症等の影響（外出自粛、百貨店等の

休業による衣料消費の落ち込み・受注減、生産量減少による生産効率の低下、感染対策実施に伴う空

調設備の電力使用量の増加 等） 
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【内的要因】 

密接値とは異なる部分でのエネルギー使用量の増加、固定費割合の変化、製品重量の軽量化、製造

工程変更によるエネルギー使用量の増加、単位重量あたりのエネルギー使用量が多い製品への移行、

多品種少量生産増による生産効率の低下、設備機器の経年劣化による損失増大、生産環境改善のた

めの空調設備増の影響 等 

2017 年度提出（2016 年度実績）で原単位前年比の加重平均が算術平均と異なり特異点となるの

は、業種全体のエネルギー使用量の 4 割を占める 1 社の値が、算術平均と比較して差があるためであ

る。 

 

 

図 4-8 原単位前年度比の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

3） 5 年度間平均原単位変化 

5 年度間平均原単位変化は、横ばいから増加傾向で推移している。算術平均は、2019 年度提出

（2018 年度実績）以降、原単位が悪化しているため、5 年度間平均原単位変化は横ばいから増加傾向

で推移している。加重平均は、2018 年度提出（2017 年度実績）までは原単位がゆるやかに減少して

いたが、5 年度間でみると算術平均と同様の傾向となった。 

 

 

図 4-9 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、7 割の事業者が年 1%削減の目標を達
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成できていない。目標を大きく達成している青枠の事業者では、空調設備や変圧器の更新、脱水機の

能力向上による乾燥炉廃止や染色機の大型化・低浴比染色機更新、太陽光発電の導入等、省エネ取組

に積極的である。一方、赤枠の事業者においても、蒸気配管の見直しやボイラーの見回り、照明設備の

更新等、主に運用改善に取り組んでおり、今後改善される見込みがある。 

 

 

図 4-10 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 

 

（3） 22_鉄鋼業 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、減少傾向に推移している。全事業者の減少傾向は、業種全体の 8 割を占める

事業者の影響が大きい。継続事業者の変動幅は、2021 年度提出（2020 年度実績）で 12%減少と大

きい。 

 

 

図 4-11 エネルギー使用量の推移（全事業者、

横軸は実績年度） 

 

図 4-12 エネルギー使用量の推移（継続事業

者、横軸は実績年度） 

 

2） 原単位前年度比の推移 

2021 年度提出（2020 年度実績）の原単位前年度比は、6 割程度の事業者で悪化している。全体的

に悪化傾向にあり、新型コロナウィルス感染症等の影響が悪化要因の 6 割程度を占めた。主な悪化要

因は、以下のとおりである。 
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【外的要因】 

新型コロナウィルス感染症等の影響（景気低迷の影響による大幅な生産減、感染対策実施に伴う空

調設備の電力使用量の増加等）  

【内的要因】 

密接値とは異なる部分でのエネルギー使用量の増加、固定費割合の変化、小ロット化、生産減による

生産効率の低下、省エネ取組の延期、作業環境対策による非生産設備増加、試作品等のエネルギー増

加、生産ライン移管による生産設備増 等  

原単位前年比の加重平均が、2017、2018、2019 年度提出（2016、20172018 年度実績）で算術

平均と大きく異なり特異点となるのは、業種全体のエネルギー使用量が大きい複数事業者の値が、算術

平均と比較して差があるためである。 

 

 

図 4-13 原単位前年度比の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

3） 5 年度間平均原単位変化 

5 年度間平均原単位変化は、横ばいから増加傾向で推移している。算術平均は、年度により原単位

が大きく増減しているものの、前年度比のぶれが大きいことから、5 年度間平均原単位変化は横ばいで

推移していたが、2019 年度提出（2018 年度実績）以降の原単位増加の影響により増加傾向で推移し

ている。加重平均は、算術平均以上に年度により原単位が大きく増減しているものの、前年度比のぶれ

が大きいことから、結果的に算術平均とほぼ同様の傾向となった。 
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図 4-14 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、8 割の事業者が年 1%削減の目標を達

成できていない。目標を大きく達成している青枠の事業者では、太陽光発電の導入や高効率設備・機器

（コンプレッサー、変圧器、空調設備、照明設備等）の導入・更新、炉の熱源変更、高周波るつぼ形誘導

炉の更新等、省エネ取組に積極的である。一方、赤枠の事業者においても、同様の省エネ取組を実施

予定であり、今後改善される見込みがある。 

 

 

図 4-15 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 

 

（4） 23_非鉄金属製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、横ばいから減少傾向に推移している。全事業者の減少傾向は事業者数の変動、

個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも 5%程度である。 
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ると算術平均と同様の傾向となった。 

 

 

図 4-19 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、7 割の事業者が年 1%削減の目標を達

成できていない。目標を大きく達成している青枠の事業者では、太陽光発電の増設や高効率空調設備

の導入、生産効率改善、炉の修繕、高効率モーターへの更新、照明設備の更新等、省エネ取組に積極的

である。一方、赤枠の事業者においても、太陽光発電の導入や燃料転換、炉の更新、各種設備の更新等

による省エネ取組等実施予定であり、今後改善される見込みがある。 

 

 

図 4-20 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 

 

（5） 24_金属製品製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、増加から減少傾向に推移している。全事業者の減少傾向は事業者数の変動、

個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも 7%程度である。 
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が大きく増減しているものの、前年度比のぶれが大きいことから、年度間でみると横ばい増加傾向で推

移していたが、2019 年度提出（2018 年度実績）以降の原単位悪化の影響を受け、直近は例年以上に

増加している。加重平均は、原単位同様、5 年度間も算術平均と同様の傾向となった。 

 

 

 

図 4-24 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、7 割の事業者が年 1%削減の目標を達

成できていない。目標を大きく達成している青枠の事業者では、高効率空調設備の導入、設備・機器の

集約化、照明設備の更新、余熱利用による加熱の効率向上等、省エネ取組に積極的である。一方、赤枠

の事業者においても、連続焼結炉の待機電力削減、高効率空調設備の導入、設備・機器の集約化、照

明設備の更新、等による省エネ取組等実施予定であり、今後改善される見込みがある。 

 

 

図 4-25 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 

 

（6） 25_はん用機械器具製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、増加から減少傾向に推移している。全事業者の減少傾向は事業者数の変動、

個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、2021 年度提出（2020 年度

実績）で 10%減と大きい。 
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大きく悪化したため、5 年度間平均原単位変化は増加傾向で推移している。加重平均は、原単位同様、

5 年度間も算術平均と同様の傾向となった。 

 

 

図 4-29 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、6 割の事業者が年 1%削減の目標を達

成できていない。目標を大きく達成している青枠の事業者では、高効率空調設備、高効率照明、高効率

変圧器等の導入や漏えい対策、断熱強化等、省エネ取組に積極的である。一方、赤枠の事業者におい

ても、高効率設備の導入だけでなく、太陽光発電、地中熱利用設備等の導入や IoT を用いたエネル

ギー使用量の可視化等による省エネ取組等実施予定であり、今後改善される見込みがある。 

 

 

図 4-30 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 

 

（7） 26_生産用機械器具製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、増加から減少傾向に推移している。全事業者の減少傾向は事業者数の変動、

個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも 6%程度である。 
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績）まで横ばい傾向であるが、2019 年度提出（2018 年度以降）原単位が悪化したため、5 年度間平均

原単位変化は増加傾向で推移している。加重平均は、原単位同様、5 年度間も算術平均と同様の傾向

となった。 

 

 

図 4-34 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、7 割の事業者が年 1%削減の目標を達

成できていない。目標を大きく達成している青枠の事業者では、高効率設備（空調設備、照明、変圧器

等）の導入、テレワークの活用によるオフィス使用電力削減、運用改善等、省エネ取組に積極的である。

一方、赤枠の事業者においても、同様の省エネ取組等実施予定であり、今後改善される見込みがある。 

 

 

図 4-35 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 

 

（8） 27_業務用機械器具製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、増加から減少傾向に推移している。ただし、継続事業者のエネルギー使用量は

引き続き増加傾向である。全事業者の減少傾向は事業者数の変動、個々の事業者の使用量増減による

影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも 3%程度である。 
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3） 5 年度間平均原単位変化 

5 年度間平均原単位変化は、増加傾向で推移している。算術平均は緩やかに横ばい傾向で推移して

いる。加重平均は、原単位同様、5 年度間も算術平均と同様の傾向となった。 

 

 

図 4-39 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、5 割の事業者が年 1%削減の目標を達

成している。目標を大きく達成している青枠の事業者では、高効率照明の導入やコンプレッサー排気

ファン停止、クリーンルーム停止等、省エネ取組に積極的である。一方、赤枠の事業者においても、高効

率照明・高効率空調機の導入やデマンド監視システムによる監視継続、排熱見直し等による省エネ取組

等実施予定であり、今後改善される見込みがある。 

 

 

図 4-40 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 

 

（9） 28_電子部品・デバイス・電子回路製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、横ばいから増加傾向に推移している。全事業者の増加傾向は事業者数の変動、

個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、2018 年度提出（2017 年度

実績）で 10%増と大きい。 
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3） 5 年度間平均原単位変化 

5 年度間平均原単位変化は、増加傾向で推移している。算術平均は 2018 年度提出（2017 年度実

績）まで減少傾向であるが、2019 年度提出（2018 年度実績）以降原単位が悪化したため、5 年度間

平均原単位変化は増加傾向で推移している。加重平均は、原単位同様、5 年度間も算術平均と同様の

傾向となった。 

 

 

図 4-44 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、5 割の事業者が年 1%削減の目標を達

成している。目標を大きく達成している青枠の事業者では、高効率設備（空調、照明、冷凍機、変圧器等）

の導入や太陽光パネルの導入、2020 年度再生エネルギー（水力・地熱等）の購入、省電力焼成炉への

更新、各種運用改善等、省エネ取組に積極的である。一方、赤枠の事業者においても、高効率設備の導

入や各種運用改善等による省エネ取組等実施予定であり、今後改善される見込みがある。 

 

 

図 4-45 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 

 

（10） 29_電気機械器具製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、減少傾向に推移している。全事業者の減少傾向は事業者数の変動、個々の事

業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、2018 年度提出（2017 年度実績）で
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3） 5 年度間平均原単位変化 

5 年度間平均原単位変化は、横ばいから増加傾向で推移している。算術平均は、原単位が悪化傾向

にあるため、5 年度間平均原単位変化も緩やかに増加傾向で推移している。加重平均は、年度により原

単位が大きく増減しているものの、前年度比のぶれが大きいことから、5 年度間でみると算術平均と同

様の傾向となった。 

 

 

図 4-49 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、5 割の事業者が年 1%削減の目標を達

成できていない。目標を大きく達成している青枠の事業者では、高効率設備（ボイラー、空調、照明、除

湿器、変圧器等）の導入や建物のZEB化、太陽光パネルの導入等、省エネ取組に積極的である。一方、

赤枠の事業者においても、高効率設備の導入や各種運用改善等による省エネ取組等実施予定であり、

今後改善される見込みがある。 

 

 

図 4-50 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 

 

（11） 30_情報通信機械器具製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、増加から減少傾向に推移している。全事業者の減少傾向は事業者数の変動、

個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、2018 年度提出（2017 年度
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しているものの、5 年度間でみると横ばいから減少に推移している。加重平均は、年度により原単位が

大きく増減しているものの、2020 年度提出（2019 年度提出）の原単位が増加したことから、5 年度間

でみると増加している。 

 

 

図 4-54 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、7 割の事業者が年 1%削減の目標を達

成した。目標を大きく達成している青枠の事業者では、高効率設備（空調、照明、変圧器等）の導入や太

陽光発電の導入等、省エネ取組に積極的である。一方、赤枠の事業者においても、高効率設備の導入

や各種運用改善等による省エネ取組等実施予定であり、今後改善される見込みがある。 

 

  

図 4-55 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 

 

（12） 31_輸送用機械器具製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、増加から減少傾向に推移している。全事業者の減少傾向は事業者数の変動、

個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも 8%程度である。 
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図 4-59 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、6 割の事業者が年 1%削減の目標を達

成できていない。目標を大きく達成している青枠の事業者では、高効率設備（空調、照明、変圧器等）の

導入や工程改善等、省エネ取組に積極的である。一方、赤枠の事業者においても、高効率設備の導入

やライン設備効率化改造、各種運用改善等による省エネ取組等実施予定であり、今後改善される見込

みがある。 

 

 

図 4-60 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 

 

（13） 32_その他の製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、増加から減少傾向に推移している。全事業者の減少傾向は事業者数の変動、

個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも 8%程度である。 
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にばらつきがあるが、5 年度間でみると横ばいから増加傾向で推移している。加重平均は、原単位同様、

5 年度間も算術平均と同様の傾向となった。 

 

 

図 4-64 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、6 割の事業者が年 1%削減の目標を達

成している。目標を大きく達成している青枠の事業者では、高効率設備（空調、照明、変圧器等）の導入、

運用改善等、省エネ取組に積極的である。一方、赤枠の事業者においても、高効率設備の導入やボイ

ラー更新、各種運用改善等による省エネ取組等実施予定であり、今後改善される見込みがある。 

 

 

図 4-65 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 

 

（14） 33_電気業 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、減少から増加傾向に推移している。全事業者の増減は事業者数の変動、個々

の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも 8%程度である。 
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5年度間平均原単位変化は横ばいに推移している。加重平均は、年度により原単位が大きく増減してい

るものの、前年度比のぶれが大きいことから、5 年度間でみると算術平均と同様の傾向となった。 

 

 

図 4-69 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、9 割の事業者が年 1%削減の目標を達

成できていない。目標を大きく達成している青枠の事業者では、高効率設備（空調、照明、ポンプ等）の

導入、運用改善等、省エネ取組に積極的である。一方、赤枠の事業者においても、高効率照明の導入や

各種運用改善等による省エネ取組等実施予定であり、今後改善される見込みがある。 

 

 

図 4-70 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 

 

（15） 34_ガス業 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、増加から減少傾向に推移している。全事業者の減少傾向は、業種全体の 4 割

を占める事業者の影響が大きい。継続事業者の変動幅は、2020 年度提出（2019 年度実績）、2021

年度提出（2020 年度実績）でそれぞれ 20～30%程度増加し、大きい。 
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3） 5 年度間平均原単位変化 

5 年度間平均原単位変化は、増加から減少傾向で推移している。算術平均は、2017 年度提出

（2016 年度実績）まで増加傾向であるが、原単位が改善したため、5 年度間平均原単位変化は増加か

ら減少に推移している。加重平均は、年度により原単位が大きく増減しているものの、前年度比のぶれ

が大きいことから、5 年度間でみると算術平均と同様の傾向となった。 

 

 

図 4-74 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、6 割の事業者が年 1%削減の目標を達

せいできていない。目標を大きく達成している青枠の事業者では、再生可能エネルギーの活用や省エネ

機器の増設（コージェネレーション設備の設置）、ＡＩを用いた熱需要予測による販売用排熱利用量向上、

未利用ＬＮＧ冷熱の融通と高効率冷凍機導入による連携省エネルギー事業、設備機器の待機電力削

減・運用見直し、照明のＬＥＤ化等、省エネ取組に積極的である。一方、赤枠の事業者においては、配管

の接続先変更や利用機器・設備の変更による効率操業で大幅減を見込んでいる他、空調機器の更新や

照明の LED 化、省エネ活動（換気ファン・空調停止、照明消灯）の積み上げにより、今後改善される見込

みがある。 

 

 

図 4-75 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 
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（16） 37_通信業 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、増加から減少傾向に推移している。なお、継続事業者のエネルギー使用量は

引き続き増加傾向となっている。全事業者の増減は、2020 年度提出（2019 年度実績）での業種全体

の 2 割弱を占める事業者の影響が大きい。継続事業者の変動幅は、最大でも 5%程度である。 

 

 

図 4-76 エネルギー使用量の推移（全事業者、

横軸は実績年度） 

 

図 4-77 エネルギー使用量の推移（継続事業

者、横軸は実績年度） 

 

2） 原単位前年度比の推移 

2021 年度提出（2020 年度実績）の原単位前年度比は、7 割程度の事業者で改善している。全体的

に改善傾向であるが、新型コロナウィルス感染症等の影響が悪化要因の 3 分の 1 程度を占めた。主な

悪化要因は、以下のとおりである。 

【外的要因】 

夏季の空調電力使用量の増加、新型コロナウィルス感染症等の影響（テレワークの増加、感染対策実

施に伴う空調設備の電力使用量の増加等） 

【内的要因】 

密接値とは異なる部分でのエネルギー使用量の増加、固定費割合の変化、設備増強・入れ替え、顧

客の契約電力の変化、顧客のデータ量の増加、サーバ機器 1 台当たりの情報処理能力向上 等 

原単位前年比の加重平均が算術平均と大きく異なり特異点となるのは、業種全体のエネルギー使用

量の 5 割を占める 2 社の値が、算術平均と比較して差があるためである。 
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図 4-78 原単位前年度比の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

3） 5 年度間平均原単位変化 

5 年度間平均原単位変化は、増加から横ばい傾向で推移している。算術平均は 2020 年度提出

（2019 年度実績）まで増加傾向であるが、原単位が改善したため、5 年度間平均原単位変化は増加か

ら横ばいに推移している。加重平均は、年度により原単位が大きく増減しているものの、前年度比のぶ

れが大きいことから、5 年度間でみると算術平均と同様の傾向となった。 

 

 

図 4-79 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、6 割の事業者が年 1%削減の目標を達

成している。目標を大きく達成している青枠の事業者では、高効率空調設備の導入、テレワークの活用

によるオフィス使用電力削減、遠隔操作による IT 機器の効率的な運用等、省エネ取組に積極的である。

一方、赤枠の事業者においても、データセンター内サーバ更新やキャッピングによる冷気分離、ラック内

ブランクパネルの導入等による省エネ取組等実施予定であり、今後改善される見込みがある。 
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図 4-80 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 

 

（17） 81_学校教育 

1） エネルギー使用量の推移 

エネルギー使用量は、増加から減少傾向に推移している。全事業者の増減は事業者数の変動、継続

事業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも

6%程度である。 

 

 

図 4-81 エネルギー使用量の推移（全事業者、

横軸は実績年度） 

 

図 4-82 エネルギー使用量の推移（継続事業

者、横軸は実績年度） 

 

2） 原単位前年度比の推移 

2021 年度提出（2020 年度実績）の原単位前年度比は、8 割程度の事業者で改善している。全体的

に改善傾向であるが、新型コロナウィルス感染症等の影響が悪化要因の 8 割以上を占めた。主な悪化

要因は、以下のとおりである。 

【外的要因】 

夏季の空調電力使用量の増加、地震、節電要請による前年度エネルギー使用量減との差異、新型コ

ロナウィルス感染症等の影響（外来棟の空調機の運転時間延長の影響、感染対策実施に伴う空調設備

の電力使用量の増加、使用教室の増加等） 
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【内的要因】 

学部・学科新設や新施設の運用開始によるエネルギー使用量の増加、空調設備の増強や施設の土日

解放による空調稼働時間の増加 等 

原単位前年比の加重平均が算術平均と大きく異なり特異点となるのは、業種全体のエネルギー使用

量が大きい複数事業者の値が、算術平均と比較して差があるためである。 

 

 

図 4-83 原単位前年度比の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

3） 5 年度間平均原単位変化 

5 年度間平均原単位変化は、増加から減少傾向で推移している。算術平均は、2020 年度提出

（2019 年度実績）まで横ばい傾向であるが、原単位が増加から減少に改善しているため、5 年度間平

均原単位変化は減少に転じた。加重平均は、2020 年度提出（2019 年度実績）までは原単位が算術平

均と同様に推移していたため、5 年度間も同様の傾向であったが、2021 年度提出（2020 年度実績）

で原単位が大きく減少したことから、算術平均より減少幅が大きい。 

 

 

図 4-84 5 年度間平均原単位変化の推移（継続事業者、横軸は実績年度） 

 

2021 年度提出（2020 年度実績）のヒストグラムをみると、8 割以上の事業者が年 1%削減の目標

を達成できている。目標を大きく達成している青枠の事業者では、照明設備の更新だけでなく、太陽光

発電の導入や高効率空調機・高効率変圧器への更新、冷温水 2 次ポンプのインバータ制御等、省エネ
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取組に積極的である。一方、赤枠の事業者においても、空調設備の更新、サーバ機器のクラウド化、照

明設備の更新等により、今後改善される見込みがある。 

 

 

図 4-85 5 年度間平均原単位変化率のヒストグラム 
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4.4 総合エネルギー統計のエネルギー量に対する省エネ定期報告書のカバー率の推計 

我が国のエネルギー消費量において、省エネ法定期報告書にて報告されたエネルギー使用量が総合

エネルギー統計詳細表のエネルギー量に対して占める割合を把握することは、エネルギー多消費型の

事業所に対する今後の省エネ政策を定める上でも重要である。 

しかしながら、平成 29 年度～平成 30 年度及び令和 2 年度においては、総合エネルギー統計に対

する省エネ法定期報告書のカバー率の算定が実施されていたが（以下「過年度事業」という。）、継続的

に把握されていない状況である。 

このため、今年度新たに、総合エネルギー統計のエネルギー量に対して、省エネ法定期報告書におい

て報告されたエネルギー使用量がどの程度カバーしているかを把握するため、総合エネルギー統計に

対する省エネ法定期報告書のカバー率を算定した。算定式は以下のとおりである。 

R&�＝
S&�T&� 

当該年度（t）、当該業種（i）におけるカバー率（R&�）は、省エネ法定期報告書で報告されたエネルギー

使用量の合計（S&�）を、総合エネルギー統計より推計されたエネルギー消費量の合計（T&�）で割った値と

する。割合を算定し分析する際の前提として、分母と分子のバウンダリを可能な限り統一させることが望

ましい。なお、産業部門及び業務他部門を対象に検討し、家庭部門と運輸部門はカバー率算定の対象

外とする。 

分母となる総合エネルギー統計によるエネルギー消費量、分子となる省エネ法定期報告書で報告さ

れたエネルギー使用量が比較されうるものかを検討するため、まずは総合エネルギー統計、省エネ法定

期報告書の概要について記す。 

4.4.1 総合エネルギー統計と省エネ法定期報告書の概要 

（1） 省エネ法定期報告書 

1） 目的 

省エネ法では、特定事業者、特定連鎖化事業者及び認定管理統括事業者が、工場・事業場に関して

毎年度のエネルギーの使用の状況等について定期報告書を提出することを義務付けている。定期報告

書は、各事業者のエネルギー使用量、エネルギー消費原単位及び電気需要標準化評価原単位とそれら

の推移、エネルギーを消費する設備の状況、判断基準の遵守状況等の記載項目がある。資源エネル

ギー庁ではこれらの情報をもとに、中長期的にみて年平均 1%以上のエネルギー消費原単位又は電気

需要平準化評価原単位の低減状況や、一部業種にはエネルギー消費原単位をもとにしたベンチマーク

目標の達成状況を確認している。 

2） 作成方法の概要 

資源エネルギー庁では、省エネ法定期報告書で把握しているエネルギー使用量より各事業者が投入

した燃料の使用量、他人から供給された熱及び電気の使用量を集計している。ただし、廃棄物からの回
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実質的に国内に供給されたエネルギー量を表現する。一次エネルギー供給量は、石炭・原油・天然ガ

スなどエネルギー源の国内供給量及び輸入量の和から、輸出量及び供給在庫変動量を控除することで

求める。 

イ） エネルギー転換 

一次エネルギー供給部門から国内に提供された各エネルギー源から、最終エネルギー消費に適応し

た形態のエネルギー源に変換される際に、必要となるエネルギー量を表現する。エネルギーの転換のた

めに投入したエネルギー量と、変換により産出したエネルギー量、変換により損失したエネルギー量をそ

れぞれ整理している。なお、ここでの計上値は、投入されたエネルギー量であれば負値、産出及び損失

したエネルギー量であれば正値で計上している。 

ウ） 最終エネルギー消費 

最終的に利用するエネルギー源ごとに、各企業・事務所他、家庭、運輸の各部門で消費するエネル

ギー量を表現する。自家用発電や自家用蒸気発生を行っている事業者においては、自家用発電や自家

用蒸気発生を実施するために投じた燃料のエネルギー消費量は「エネルギー転換」で業種別に計上さ

れ、実際に事業者が利用した電力や熱は、「最終エネルギー消費」の自家用発電や自家用蒸気として業

種別に計上されている。 

b. 作成方法 

総合エネルギー統計の作成は、複数の統計から作成されている二次統計であり、概要としては以下

の流れで作成されている。なお、本報告書では、主に直近年度の省エネ法定期報告書と比較する際に

重要となる点を示す。 

ア） 発熱量、炭素排出係数の設定 

総合エネルギー統計では、毎年度可能な範囲で総発熱量を再計算し、実質発熱量として算定に利用

している。また炭素排出係数は、総発熱量をもとに算出されている。 

イ） 固有炭素表の作成 

総合エネルギー統計は、各燃料種の固有の単位で表現される表（固有単位表）、熱量換算値（TJ）で

表現される表（エネルギー単位表）、エネルギー消費に伴う炭素量（t-C）で表現される表（炭素単位表）

の 3 種類の表で構成される。このうち、固有単位表は、石油等消費動態統計、エネルギー消費統計等の

複数統計を組み合わせて集計を実施している。以下の表 4-4 に最終エネルギー消費（企業・事業所他）

のエネルギー消費量集計に用いている統計を示す。 
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（1） 対象エネルギー種の相違 

総合エネルギー統計のエネルギー転換部門に計上されている自家用発電と自家用蒸気の計上値の

中には、各事業者が再生可能・未活用エネルギーを利用した発電や蒸気発生時のエネルギー投入量が

含まれている。また、化学原料用ナフサ、建築材料用アスファルトなどは非エネルギーとして最終エネル

ギー消費部門に含まれている。 

一方で、省エネ法定期報告書では、化学原料用ナフサ、建築材料用アスファルト、再生可能・未活用

エネルギー等の化石燃料由来の CO2 を発生しないエネルギー使用量は把握されていない。 

そこで、総合エネルギー統計を省エネ法定期報告書のエネルギー種に絞って集計し、その値に対す

る省エネ法のカバー率を集計した。具体的には、総合エネルギー統計の最終エネルギー消費部門に含

まれている化学原料用ナフサ、建築材料用アスファルト、及びエネルギー転換に計上されている再生可

能・未活用エネルギーの自家用電力と自家用蒸気のエネルギー消費量を除いた。 

 

（2） エネルギー消費時点の相違 

総合エネルギー統計では、自家用発電や自家用蒸気発生を実施するために投じた燃料のエネル

ギー消費量は「エネルギー転換」で業種別に計上され、実際に事業者が利用した電力や熱等の最終エネ

ルギーが「最終エネルギー消費」の自家用発電や自家用蒸気として業種別に計上されている。 

省エネ法定期報告書では、各事業者が投入したエネルギー量が計上されている。そのため、省エネ

法定期報告書と総合エネルギー統計では、自家用発電と自家用蒸気のエネルギーの計上方法が以下

のように異なる。 

 総合エネルギー統計：最終エネルギー消費部門のエネルギー消費量として計上。 

 省エネ法定期報告書：エネルギー使用量を一次エネルギー換算値として計上。 

以上より、総合エネルギー統計のエネルギー使用量のうち、「最終エネルギー消費量（総合計/電力･

熱寄与損失配分後合計エネルギー利用総合計）」から「再生可能エネルギー」「未活用エネルギー」を引

いた値を、省エネ法定期報告書に対応したエネルギー使用量として集計した。なお、自家用発電及び自

家用蒸気生成に伴うエネルギー投入量も上記の値に含まれる。 

 

（3） 対象業種区分の相違 

省エネ法定期報告書、総合エネルギー統計ともに、中分類で集計・比較することが可能である。ただ

し、総合エネルギー統計では、一次エネルギーはエネルギー転換部門と最終エネルギー消費部門に配

分され、エネルギー転換部門では一次エネルギーを2次エネルギー（電力等）に転換し、最終エネルギー

消費部門に供給し、転換過程及び供給過程で損失が発生している。さらに、省エネ法定期報告書での

事業用エネルギー転換に相当する業種（電気業、ガス業、熱供給業）のエネルギー量は、エネルギー転

換を経て電力や熱といった形態で、最終エネルギー消費部門に計上されている。 

省エネ法定期報告書は、各事業者の産業小分類別の内訳別のエネルギー使用量を、以下の表 4-6
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石油精製の自家消費で統計調査が行われていないことが明らかであるため、当該部門の消費として

供給超過相当分を計上する。 

4） 回収硫黄 

化学工業で統計調査が行われていないことが明らかであるため、当該部門の消費として供給超過相

当分を計上する。 

5） 木材利用 

ア） 総供給量が総需要量よりも大きい供給超過の場合（散逸、正の誤差） 

自家用電力で統計調査が行われていないことを鑑み、分類不明・自家用発電に統計数値の不突合

を計上する。 

イ） 総供給量が総需要量よりも大きい需要超過の場合（不足、負の誤差） 

事業用電力のバイオマス消費量に木材以外が含まれることから、バイオマスその他への「品種転換」

を計上し、統計数値の不突合を調整（相殺）する。 

6） バイオ燃料 

国内生産、輸入された分はすべて石油製品への品種転換が行われることから、「品種転換」を計上し、

統計数値の不突合を調整（相殺）する。 

7） その他の石油製品、都市ガス、事業用電力 

ア） 総供給量が総需要量よりも大きい供給超過の場合（散逸、正の誤差） 

過不足が発生していると推定される部門をある程度絞り込めることから、供給超過相当分を不詳部

門における消費量とみなし分類不能・内訳推計誤差に計上する。同時に、最終消費内訳・統計誤差に同

量を計上する。 

イ） 総供給量が総需要量よりも大きい需要超過の場合（不足、負の誤差） 

実態としてはこうした状況は考えにくいため、需要超過分を過大推計が起こりうる標本調査（エネル

ギー消費統計、自動車燃料消費量調査）から算定する部門に負値で案分する。そのため、総合エネル

ギー統計には原統計と異なる値が計上されうる。需要超過分は総合エネルギー統計の最終行下の備考

欄「需要超過配分量」に示す。 

8） その他 

上記以外のエネルギー源については、一次供給側統計誤差に統計数値の不突合を計上する。 













 

149 

4.6 業種別のエネルギー使用量 1500kl の目安 

「工場の省エネ推進の手引き」（資源エネルギー庁）では、事業者の参考となるよう「1 年度間のエネル

ギー使用量 1500kl の目安」がいくつか記載されている。しかしながら、工場等の例がなく、事業者に

とってイメージがつきにくい状況である。このため、特定事業者の指定を受けていないが実際には

1,500kl 以上である事業者に気づきを与えることができるよう、新たな 1,500kl の目安について検討

した。 

 

4.6.1 業種別・原単位分母別のエネルギー使用量平均値を用いたエネルギー使用量

1,500kl 目安の作成 

定期報告書指定第 5 表の原単位を用いて算出した業種別・原単位分母別のエネルギー使用量の平

均値（算術）を用いて、1 年度間のエネルギー消費量が 1,500kl となる目安を算出した。結果を以下に

示す。 
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表 4-11 エネルギー使用量が原油換算で 1,500kl 以上となる原単位の目安（1/9） 
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表 4-12 エネルギー使用量が原油換算で 1,500kl 以上となる原単位の目安（2/9） 
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表 4-13 エネルギー使用量が原油換算で 1,500kl 以上となる原単位の目安（3/9） 
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表 4-14 エネルギー使用量が原油換算で 1,500kl 以上となる原単位の目安（4/9） 
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表 4-15 エネルギー使用量が原油換算で 1,500kl 以上となる原単位の目安（5/9） 
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表 4-16 エネルギー使用量が原油換算で 1,500kl 以上となる原単位の目安（6/9） 

 

 



 

156 

表 4-17 エネルギー使用量が原油換算で 1,500kl 以上となる原単位の目安（7/9） 
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表 4-18 エネルギー使用量が原油換算で 1,500kl 以上となる原単位の目安（8/9） 
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表 4-19 エネルギー使用量が原油換算で 1,500kl 以上となる原単位の目安（9/9） 
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4.6.2 エネルギーを消費する主要な設備を用いたエネルギー使用量 1,500kl 目安の作

成 

どのような設備（仕様、性能）、稼働条件であればエネルギー使用量が 1,500kl/年程度になるか、業

種別に例を示すことにより、1,500kl/年前後の事業者に参考としてもらうため、2.1.1（4）で分類した、

定期報告書指定第 3 表のエネルギーの使用の合理化に関する設備、それ以外のエネルギーを使用する

主要な設備を用いて検討した。 
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4.7 業種横断的な原単位分母の設定状況に関する分析 

エネルギー使用量と密接な関係を持つ値（原単位分母）は、事業者が任意で設定できるものである。

製造業では生産量や生産高、売上高等が、小売業や各種サービス業では延床面積が用いられるケース

が多いが、エネルギー使用量との相関分析により複数要素を組み合わせた複合指標を設定している場

合もある。一方で、原単位分母の選定に苦慮している事業者も存在する。 

そこで本節では、原単位分母の設定に資する公開情報を整理した上で、公開されていない情報も含

めて実際に原単位分母の設定状況や特性について分析を行った。 
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表 4-21 業種別の判断基準の遵守状況（特定表第 8 表） 

 

※）80%以上：薄赤、90%以上：濃赤、50%以下：薄青で網掛け表示。 

※）工場等判断基準の各項目について、表 4-20 で示す評価方法により数値化。 

※）提出事業者数（N）が 10 以上の業種のみ記載。 
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※）80%以上：薄赤、90%以上：濃赤、50%以下：薄青で網掛け表示。 

※）工場等判断基準の各項目について、表 4-20 で示す評価方法により数値化。 

※）提出事業者数（N）が 10 以上の業種のみ記載。 
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※）80%以上：薄赤、90%以上：濃赤、50%以下：薄青で網掛け表示。 

※）工場等判断基準の各項目について、表 4-20 で示す評価方法により数値化。 

※）提出事業者数（N）が 10 以上の業種のみ記載。 
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次に、製造業と非製造業に分類して集計し比較した。結果は以下の図 4-90 のとおり。全ての項目に

おいて、製造業の方が、非製造業よりも遵守率が高い。 

特に「I-1（6） 取組方針の遵守状況の確認等」では製造業と非製造業の差が 11.8 ポイントと最も大

きく、次いで「1-2(1) 生産性向上を通じたエネルギーの使用合理化」の 10.9 ポイント、「Ⅰ-1(3)①ウ 

次期取組方針案の取りまとめや上層部（決定機関）への報告」の 10.1 ポイントである。製造業でも順守

率が相対的に低い項目で両者の差が開いている状況であった。 

一方、「Ⅰ-1(1) 取組方針の策定」や「Ⅰ-1(3) 責任者等の配置等」では差が 4 ポイント程度となっ

ており、製造業、非製造業ともに 90 ポイントを超えている。しかしながら、全ての事業者が取り組むべき

事項である「Ⅰ-1(1)方針 取組方針において目標や設備運用方針等を含める」については、80 ポイン

トを下回っているため、今後はエネルギー使用の合理化に向けて具体的な目標や方針を設定すること

が期待される。 
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図 4-90 製造業・非製造業における判断基準の遵守状況の比較（特定表第 8 表） 

 

2） 3 年度間の比較 

次に、2019 年度提出（2018 年度実績）から 2021 年度提出（2020 年度実績）の遵守状況につい

て、全業種平均の値を用いて比較を行った。結果は以下の図 4-91 のとおり。 

「I-2（5） 高効率機器の優先導入、運用の最適化」を除いた全ての項目において、2021 年度提出

（2020 年度実績）の方が、2019 年度提出（2018年度実績）よりも遵守率が大きくなった。一方で、「I-

2（5） 高効率機器の優先導入、運用の最適化」では、2021 年度提出（2020 年度実績）の値は 2019

年度提出（2018 年度実績）より 1.4 ポイント、2020 年度提出（2019 年度実績）より 1.9 ポイント小さ

くなった。 

また、2021 年度提出（2020 年度実績）の値は 2020 年度提出（2019 年度実績）と比較して、「Ⅰ-
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1(3) 責任者等の配置等」では 0.2 ポイント、「Ⅰ-1(3)② エネルギー管理企画推進者の責務（エネル

ギー管理統括者の補佐）」、「Ⅰ-1(5) 従業員への周知・教育」では 0.1 ポイント、それぞれ小さくなった。 

一方で、「Ⅰ-2(3)エネルギー消費量の大きい設備における状況等の把握・分析」、「エネルギー管理

に係る計量器等の整備」の各項目では、2021 年度提出（2020 年度実績）の値は 2020 年度提出

（2019 年度実績）と比較して 0.5 ポイント以上増加し、遵守率が向上した。 

 

 

図 4-91 3 年度間の遵守状況の比較（特定表第 8 表） 

 

4.8.2 工場・事業場の判断基準の遵守状況 

工場・事業場として遵守すべき判断基準のうち、エネルギー消費設備等に関する事項の遵守状況は、

指定表第8 表に記載することとなっている。ここでは、判断基準の項目ごとに集計を行い、過年度との比
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次に、製造業と非製造業に分類して集計し比較した。結果は以下の図 4-92、図 4-93 のとおり。 

「8-1（5）」では製造業よりも非製造業の遵守率が 5 ポイント程度大きくなった一方で、「8-1（7）」では

製造業の方が非製造業より遵守率が 2 ポイント程度大きくなるなど、項目間で大小関係が変化した。 

 

 

図 4-92 製造業・非製造業における専ら事業所等の判断基準の遵守状況の比較①（指定表第 8 表） 
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図 4-93 製造業・非製造業における専ら事業所等の判断基準の遵守状況の比較②（指定表第 8 表） 

 

2） 3 年度間の比較 

次に、2019 年度提出（2018 年度実績）から 2021 年度提出（2020 年度実績）の遵守状況につい

て、全業種平均の値を用いて比較を行った。結果は以下の図 4-94、図 4-95 のとおり。 

2021 年度提出（2020 年度実績）は、2020 年度提出（2019 年度実績）と比して「8-1(1)運転管理

_管理状況」、「8-1(1)計測・記録_設定状況」、「8-1（1）_新設措置」、「8-1（2）_新設措置」、「8-1(3)_計
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測・記録_設定状況」、「8-1(3)_計測・記録_管理状況」、「8-1（3）_新設措置」、「8-1（5）_新設措置」、「8-

1（6）_新設措置」、「8-1（7）_新設措置」の各項目で遵守率が低下した。47 項目（うち「新設措置」7 項目）

のうち、37 項目（うち「新設措置」1 項目）において、2021 年度提出（2020 年度実績）は、2020 年度

提出（2019 年度実績）と比して遵守率が増加したが、いずれの項目も 1 ポイント未満の増加となった。 

なお、2021 年度提出（2020 年度実績）は、2020 年度提出（2019 年度実績）と比して、「8-1（6）_

新設措置」の項目のみ遵守率が低下した。 

従って、上記の「8-1(1)運転管理_管理状況」、「8-1(1)計測・記録_設定状況」、「8-1（1）_新設措置」、

「8-1（2）_新設措置」、「8-1(3)_計測・記録_設定状況」、「8-1(3)_計測・記録_管理状況」、「8-1（3）_新

設措置」、「8-1（5）_新設措置」、「8-1（6）_新設措置」、「8-1（7）_新設措置」以外の項目では、3 年度間

連続で遵守率が増加していることが得られた。 

また、遵守率が 75%未満の「8-1_BEMS」、「8-1（8）_情報提供」については、いずれも 2021 年度

提出（2020 年度実績）は、2020 年度提出（2019 年度実績）と比して遵守率は増加しているものの、

0.1 ポイントから 0.2 ポイントの小規模な増加にとどまった。 
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図 4-94 3 年度間の専ら事業所等の遵守状況の比較①（指定表第 8 表） 
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図 4-95 3 年度間の専ら事業所等の遵守状況の比較②（指定表第 8 表） 

 

 



 

181 

（3） 工場等の遵守状況 

1） 業種別の遵守状況 

工場等の遵守状況について、2021 年度提出（2020 年度実績）の業種別の集計結果は以下のとお

りである。ただし、表には提出事業者数が 10 以上となる業種のみ記載した。 

基本的には遵守率が 80%以上となる項目が多かった一方で、「8-2（3）」、「8-2（4）_1」は比較的遵

守率が低いことが分かった。 
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※）80%以上：薄赤、90%以上：濃赤、50%以下：薄青で網掛け表示。 

※）工場等判断基準の各項目について、表 4-22 で示す評価方法により数値化。 

※）提出事業者数（N）が 10 以上の業種のみ記載。 

※）濃灰の「－」セルは、該当の事業所等が存在しないことを示す。 

N 8-2（4）_3 8-2（4）_3 8-2（4）_3 8-2（4）_3 8-2（4）_3 8-2（4）_3 8-2（4）_3

運転管理_
設定状況

運転管理_
管理状況

計測・記録_
設定状況

計測・記録_
管理状況

保守・点検_
設定状況

保守・点検_
管理状況

新設措置

01 農業 63 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 60.0 －

05 鉱業，採石業，砂利採取業 56 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 －

09 食料品製造業 1,341 76.3 78.6 77.2 78.9 77.1 78.9 98.5

10 飲料・たばこ・飼料製造業 315 92.2 94.7 93.1 94.7 94.8 96.5 100.0

11 繊維工業 236 87.9 84.8 87.9 84.8 87.9 84.8 100.0

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 64 80.0 80.0 80.0 81.8 80.0 80.0 －

13 家具・装備品製造業 24 60.0 80.0 60.0 80.0 60.0 80.0 100.0

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 358 89.6 87.7 89.6 87.7 89.6 87.0 100.0

15 印刷・同関連業 186 69.6 71.4 69.6 71.4 69.6 71.4 100.0

16 化学工業 1,152 86.9 88.4 87.2 88.1 88.0 88.9 95.2

17 石油製品・石炭製品製造業 89 81.8 85.0 81.8 85.0 81.8 85.0 100.0

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 687 86.9 86.9 87.2 88.4 87.2 88.4 100.0

19 ゴム製品製造業 148 90.3 90.3 90.3 90.3 90.3 90.3 100.0

21 窯業・土石製品製造業 465 68.8 70.5 68.8 70.5 68.8 70.5 100.0

22 鉄鋼業 470 84.1 81.8 86.4 84.1 85.2 82.6 100.0

23 非鉄金属製造業 316 72.5 72.5 62.5 62.5 72.5 72.5 100.0

24 金属製品製造業 425 57.8 57.8 57.8 59.4 59.4 57.8 －

25 はん用機械器具製造業 194 94.7 94.7 94.7 94.7 94.7 94.7 100.0

26 生産用機械器具製造業 202 86.7 86.7 86.7 86.7 86.7 86.7 100.0

27 業務用機械器具製造業 93 70.0 77.8 70.0 77.8 75.0 88.9 －

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 493 81.7 83.8 81.7 83.8 81.7 82.5 100.0

29 電気機械器具製造業 279 75.8 78.8 75.8 75.8 78.8 78.8 100.0

30 情報通信機械器具製造業 55 33.3 33.3 50.0 33.3 33.3 33.3 －

31 輸送用機械器具製造業 992 88.8 93.9 89.7 93.9 90.1 93.9 96.7

32 その他の製造業 64 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

33 電気業 225 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

34 ガス業 32 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 －

35 熱供給業 138 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

36 水道業 435 65.5 65.5 67.2 65.5 67.2 67.7 －

46 航空運輸業 12 － － － － － － －

47 倉庫業 43 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 －

48 運輸に附帯するサービス業 15 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 －

69 不動産賃貸業・管理業 13 － － － － － － －

71 学術・開発研究機関 32 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 －

75 宿泊業 14 60.0 75.0 60.0 75.0 60.0 75.0 100.0

78 洗濯・理容・美容・浴場業 87 66.7 80.0 66.7 80.0 66.7 80.0 －

83 医療業 22 85.7 85.7 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

88 廃棄物処理業 218 63.5 73.9 61.5 73.9 61.5 73.9 66.7

95 その他のサービス業 13 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 －

業種中分類
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次に、製造業と非製造業に分類して集計し比較した。結果は以下の図 4-96、図 4-97、図 4-98

のとおり。 

「新設措置」を除いて、製造業に比して非製造業の遵守率が高くなった。特に、「8-2（3）」、「8-2（4）

_1」、「8-2（4）_2」のうち「新設措置」を除いた項目は、製造業に比して非製造業の遵守率が 5 ポイント

程度以上大きくなった。 

 

 

図 4-96 製造業と非製造業の工場等の遵守状況の比較①（指定表第 8 表） 
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図 4-97 製造業と非製造業の工場等の遵守状況の比較②（指定表第 8 表） 
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図 4-98 製造業と非製造業の工場等の遵守状況の比較③（指定表第 8 表） 

 

2） 3 年度間の比較 

次に、2019 年度提出（2018 年度実績）から 2021 年度提出（2020 年度実績）の遵守状況につい

て、全業種平均の値を用いて比較を行った。結果は図 4-99、図 4-100、図 4-101 のとおり。 
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ただし、2021 年度提出（2020 年度実績）は 2020 年度提出（2019 年度実績）以前と比較して、蒸

気駆動に関連する調査項目が「8-2（4）_1」として追加されているため、対応する 2020 年度提出

（2019 年度実績）、2019 年度提出（2018 年度実績）の項目はない。 

2021 年度提出（2020 年度実績）は、2020 年度提出（2019 年度実績）と比して、「8-2（1）_新設措

置」、「8-2（2）_1_新設措置」、「8-2（2）_2_新設措置」、「8-2（4）_2_運転管理_設定状況」、「8-2（4）_2_

計測・記録_設定状況」、「8-2（4）_2_新規措置」、「8-2（4）_3_運転管理_設定状況」、「8-2（4）_3_計測・

記録_設定状況」、「8-2（4）_3_新規措置」、「8-2（6）_1_新規措置」の各項目で遵守率が低下した。両年

度ともに設定された 68 項目（うち「新設措置」10 項目）のうち、58 項目（うち「新設措置」4 項目）にお

いて、2021 年度提出（2020 年度実績）は、2020 年度提出（2019 年度実績）と比して遵守率が増加

した。 

2021 年度提出（2020 年度実績）は、2019 年度提出（2018 年度実績）と比して、「8-2（1）_新設措

置」、「8-2（2）_1_新設措置」、「8-2（2）_2_新設措置」、「8-2（3）_運転管理_設定状況」、「8-2（3）_運転

管理_管理状況」、「8-2（3）_計測・記録_設定状況」、「8-2（3）_計測・記録_管理状況」、「8-2（3）保守・

点検_管理状況」、「8-2（4）_2_運転管理_設定状況」、「8-2（4）_2_運転管理_管理状況」、「8-2（4）_2_

計測・記録_設定状況」、「8-2（4）_2_計測・記録_管理状況」、「8-2（4）_2_保守・点検_設定状況」、「8-2

（4）_2_保守・点検_管理状況」、「8-2（4）_3_運転管理_設定状況」、「8-2（4）_3_運転管理_管理状況」、

「8-2（4）_3_計測・記録_設定状況」、「8-2（4）_3_計測・記録_管理状況」、「8-2（4）_3_保守・点検_設定

状況」、「8-2（4）_3_保守・点検_管理状況」、「8-2（4）_3_新規措置」、「8-2（5）_2_新規措置」の各項目

で遵守率が低下した。 

従って、3 年度間で遵守率が連続で増加した項目は、主に「8-2（1）」、「8-2（2）_1」、「8-2（2）_2」、

「8-2（5）_1」、「8-2（5）_2」、「8-2（6）_1」、「8-2（6）_2」が中心となることが得られた。 

また、工場等の遵守率が 75％未満となる項目はなかった。 
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図 4-99 3 年度間の工場等の遵守状況の比較①（指定表第 8 表） 
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図 4-100 3 年度間の工場等の遵守状況の比較②（指定表第 8 表） 

※1）「8-2（4）_1」の各項目は、2021 年度提出（2020 年度提出）省エネ法定期報告書で新規に追加された質問項目である。 

※2）2020 年度提出（2019 年度提出）以前の「8-2（4）_1」に記載された各項目は、2021 年度提出（2020 年度提出）の「8-2（4）_2」

の各項目に対応しているため、図では「8-2（4）_2」として集計した。 

※3）2020 年度提出（2019 年度提出）以前の「8-2（4）_2」に記載された各項目は、2021 年度提出（2020 年度提出）の「8-2（4）_3」

の各項目に対応しているため、図では「8-2（4）_3」として集計した。 
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図 4-101 3 年度間の工場等の遵守状況の比較③（指定表第 8 表） 
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（1） 評価方法 

1） 各事業所のコロナ禍前後の原単位の比較方法 

2019 年度提出（2018 年度実績）以前をコロナ前、2020 年度提出（2019 年度実績）以降をコロナ

禍とし、各事業所についてコロナ禍前後の原単位等を比較することにより、コロナ等の影響を算定した。

トレンド値を「コロナ等の影響がないと仮定した場合の値」、実績値を「コロナ等の影響を受けた値」とし

て、トレンド値と実績値の大きさを比較することにより分析を行った。なお、算定にあたっては、原単位そ

のものを利用するため、省エネ法定期報告書の指定第 4 表にて報告された値を用いた。 

トレンド値は、各事業所を対象に省エネ法定期報告書の提出年度と各年度の実績値の関係を近似し

て求めた。具体的には、各事業所について、2015 年度提出（2014 年度実績）～2019 年度提出

（2018 年度実績）のトレンドとして、（式 1）の通り傾き_を、（式 2）の通り切片`を求めた。ただし、aは提

出された年度を、bcは省エネ法定期報告書のa年度提出値を示す。また、2015 年度提出（2014 年度実

績）～2019年度提出（2018 年度実績）において、a̅は提出された年度の平均（=2017）、bĉは各事業所

における省エネ法定期報告書の提出値の平均である。 

（式 3）により、2018 年度提出（2017 年度実績）～2021 年度提出（2020 年度実績）のトレンド値

を線形補間した。 

 

_ = . �a − a̅��bc − bĉ�
�a − a̅�e

c(efgh

c(efgi
�式 1� 

` = bĉ − _a̅ �式 2� 

bc = ` + _a �式 3� 

 

次に、原単位、原単位分子、原単位分母のそれぞれについて、各事業所について下記の値を算出した。

なお、それぞれのトレンドからの変化係数について、トレンドからの変化係数が 1 より大きい時はコロナ

等の影響により実績値が大きくなったことを、トレンドからの変化係数が 1 より小さい時はコロナ等の影

響により実績値が小さくなったことを示す。 

 

（原単位のトレンドからの変化係数） 

= （原単位の実績値）

（コロナ等の影響がないと仮定したときの原単位トレンド値）
 

=
（原単位分子の実績値）

（原単位分母の実績値）

（コロナ等の影響がないと仮定したときの原単位分子トレンド値�
（コロナ等の影響がないと仮定したときの原単位分母トレンド値）

 

 









 

200 

した事業所が多いグループに配分された業種が多かったのに対して、延床面積（m2）ではコロナ等の影

響により原単位が改善方向に作用した事業所が多いグループに配分された業種が多くなっていた。また、

同じ原単位分母でも業種の違いにより、配分されたグループに差がみられた。 
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4.10 コロナ禍の原単位変動が 5 年度間平均原単位変化に与えた影響度合い分析 

事業活動がウィズコロナに移行することによって、新型コロナウィルス感染症が広まる前の状態に近

づいても、5 年度間平均原単位変化は直ぐに新型コロナウィルス感染症が広まる前の状態に近づく訳で

はない。なぜなら 5 年度間平均原単位変化は、遡ること 4 年間の新型コロナウィルス感染症の影響を受

けた原単位を用いて計算されるためである。そこで新型コロナウィルス感染症の影響がいつ頃まで 5 年

度間平均原単位変化に影響を与えるのか、業種毎の特徴を把握した。 

4.10.1 コロナ禍の原単位変動の評価 

（1） 評価上の仮定 

原単位変動に及ぼす要因は色々あるため新型コロナウィルス感染症の拡大による影響だけを原単位

変動から取り出して分析することは非現実的で難しい。そこで本節は仮定を設けて新型コロナウィルス

感染症の拡大による 5 年度間平均原単位変化への影響について評価を試みた。 

ここでは指定表データを用いて事業所毎の 5 年度間平均原単位変化への新型コロナウィルス感染症

の拡大による影響を評価した。指定表データを用いたそれぞれの業種毎の分析結果は、同業種の中の

事業者の傾向を反映したものでもあると考えることができる。 

日本において新型コロナウィルス感染症が騒がれ出したのは 2020 年になってからである。したがっ

て、2019 年度後半には新型コロナウィルス感染症の影響がエネルギー需要の変化として僅かではある

が現れ始めたと考えられる。そして、新型コロナウィルス感染症の影響が一番大きく現れたのが 2020

年度であると考えられる。それ以降はウィズコロナの事業活動に徐々に移行していったと考えられる。こ

こでの評価は、2023 年度には新型コロナウィルス感染症が騒がれ出す前の状態（2018 年度の状態）

にほぼ戻りつつあると仮定した。そして、2021 年度と 2022 年度の原単位は、2020 年度の原単位の

実績値と 2023 年度の仮定した原単位の値の内挿とした。2024 年度以降は毎年 1％原単位が改善さ

れると仮定した。その様子を図 4-103 に示す。 
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図 5-2 中分類の省エネ定期報告ファクトシート（18_プラスチック製品製造業（別掲を除く）の例） 

 

5.1.2 個社別確認ツール 

事業者自らの業種番号や 5 年度間平均原単位変化、ベンチマーク指標の実績を入力することにより、

同一業種におけるランキングを把握することができる、省エネ定期報告ファクトシートの別添ツールであ

る「個社別確認ツール」を作成した。形式は Excel ファイルとし、同ファイルに集計済みの業種データの

参照し、併せて事業者自らの値を入力することで、自らの省エネ取組状況の立ち位置をグラフで確認で

きる仕様とした。グラフで直感的に確認できるため、社内での省エネ取組の理解の増進などの場面でも

活用が期待できる。 
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